
 

 

 

 「統計資料編」においては、県企画政策部が実施している下記の調査等の概要を示すとともに、

平成26年度(2014年度)から4カ年の経済動向を年表にして紹介します。 

1 青森県景気動向指数の概要 

2 青森県景気ウォッチャー調査 

3 平成29年(2017年)中に公表された各種統計調査の結果 

4 平成26～29年(2014～2017年)の県内及び国内・海外の経済動向の年表 

 

1 青森県景気動向指数の概要 

 

(1) 景気動向指数(CI、DI)の概要 

景気動向指数は、生産、雇用など様々な経済活動での重要かつ景気に敏感に反応する指標の動き

を統合することによって、景気の現状把握及び将来予測に資するために作成された指標です。 

景気動向指数には、構成する指標の動きを合成することで景気変動の大きさやテンポ(量感)を測

定しようとするものであるコンポジット・インデックス(CI)と、構成する指標のうち、改善してい

る指標の割合を算出することで景気の各経済部門への波及の度合い(波及度)を測定することを主な

目的とするディフュージョン・インデックス(DI)があります。CI と DI には、それぞれ、景気に対

し先行して動く先行指数、ほぼ一致して動く一致指数、遅れて動く遅行指数の3本の指数がありま

す。 

なお、景気動向指数は、各経済部門から選ばれた指標の動きを統合して、単一の指標によって景

気を把握しようとするものであり、全ての経済指標を総合的に勘案して景気を捉えようするもので

はないことに留意する必要があります。 

 

(2) CI、DIのそれぞれの見方 

一致 CI が上昇している時が景気の拡張期(好況)であり、低下している時が景気の後退期(不況)

です。一致CIの動きと景気の転換点(景気の山・谷)は概ね一致します。一致CIの変化の大きさか

ら、景気の拡張又は後退のテンポ(量感、勢い)を読み取ります。 

毎月の統計表には、3 カ月後方移動平均と 7 カ月後方移動平均をあわせて掲載しており、3 カ月

後方移動平均の符号の変化により、基調の変化(改善⇔足踏み、悪化⇔下げ止まり)を、7 カ月後方

移動平均の符号の変化により、景気の局面変化(景気拡張期⇔景気後退期)をみます。 

一方、DIは、景気拡張の動きの各経済部門への波及効果を測定するとともに、景気局面の判定に

用いることを主な目的としています。0～100％の間で変動し、50％ラインを上回っている期間が景

気の拡張期(好況)で、50％ラインを下回っている期間が景気の収縮期(不況)です。DIが、50％ライ

ンを上から下に切る時点が「景気の山」(拡張期から収縮期への転換点)、50％ラインを下から上に
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切る時点が「景気の谷」(収縮期から拡張期への転換点)です。 

 

(3) 青森県景気動向指数の改定 

本県では、第10景気循環以降において(第11景気循環を除き)、景気が一循環する毎に景気動向

指数の採用系列を見直して改定を行い、精度の維持・向上を図ってきました。 

 平成27年(2015年)7月に行われた内閣府の改定を受け、本県においても第15景気循環の確定に

合わせて景気動向指数を見直し、4年ぶりに第5次改定を行い、平成28年(2016年)1月分から新し

い景気動向指数による公表を開始しました。 

先行、一致及び遅行系列の各採用系列を改定した結果、主な変更点は以下のとおりです。(表 1-

1)なお、採用する系列の数は、先行8、一致7、遅行7となり、それぞれ旧系列と同数となっていま

す。 

① カバレッジの拡充 

  先行系列において、物価関連指標｢日経商品指数(42種)｣、一致系列において、生産関連指標｢投

資財生産指数｣、遅行系列において、雇用関連指標｢有効求職者数(全数)｣をそれぞれ新規採用しま

した。 

② 景気動向との相関 

一致系列において、東日本大震災以降生産動向との相関が弱まっている生産関連指標｢大口電

力使用量｣と、インターチェンジ数の変更や新幹線開業の影響等から流通動向との相関が弱まっ

ている流通関連指標｢東北自動車道IC利用台数｣をそれぞれ除外しました。 

③ 重複指標の是正(同一又は類似の統計に基づいており、内容が重複するもの) 

遅行系列において、雇用関連指標｢現金給与総額(全産業)｣を｢常用雇用指数(全産業)｣に統合し

ました。 

 

表1-1 景気動向指数採用系列の新旧対照表(下線は変更点) 

 旧系列 新系列 

先
行
系
列 

乗用車新車登録届出台数（前年同月比） 乗用車新車登録届出台数（前年同月比） 

生産財生産指数（前年同月比） 生産財生産指数（前年同月比） 

新規求人倍率(全数)（季節調整値） 新規求人倍率(全数)（季節調整値） 

所定外労働時間指数(全産業)（前年同月比） 移行（先行→一致） 

新設住宅着工床面積（前年同月比） 新設住宅着工床面積（前年同月比） 

建築着工床面積（前年同月比） 建築着工床面積（前年同月比） 

企業倒産件数(※逆サイクル)（前年同月比） 企業倒産件数(※逆サイクル)（前年同月比） 

中小企業景況ＤＩ（原数値） 

 

中小企業景況ＤＩ（原数値） 

日経商品指数(42種)（前年同月比）※新規採用 

 

  

  

  

表1-1 景気動向指数採用系列の新旧対照表(下線は変更点)(続き) 

 旧系列 新系列 

一
致
系
列 

大型小売店販売額(既存店)（前年同月比） 大型小売店販売額(既存店)（前年同月比） 

旅行取扱高（前年同月比） 旅行取扱高（前年同月比） 

鉱工業生産指数（季節調整値） 鉱工業生産指数（季節調整値） 

 投資財生産指数（季節調整値）※新規採用 

大口電力使用量（季節調整値） 除外  

有効求人倍率(全数) （季節調整値） 有効求人倍率(全数)（季節調整値） 

 

 

所定外労働時間指数(全産業)（前年同月比） 

※移行（先行→一致） 

輸入通関実績(八戸港)（前年同月比） 輸入通関実績(八戸港)（前年同月比） 

東北自動車道ＩＣ利用台数（前年同月比） 除外 

遅
行
系
列 

勤労者世帯家計消費支出(実質)（季節調整値） 勤労者世帯家計消費支出(実質)（季節調整値） 

 

 

常用雇用指数(全産業)（前年同月比） 

有効求職者数(全数)(※逆サイクル)（前年同月比） 

※新規採用 

常用雇用指数(全産業)（前年同月比） 

現金給与総額(全産業)（前年同月比） 除外 

県内金融機関貸出残高（前年同月比） 県内金融機関貸出残高（前年同月比） 

青森市消費者物価指数(総合)（前年同月比） 青森市消費者物価指数(総合)（前年同月比） 

りんご消費地市場価格（季節調整値） りんご消費地市場価格（季節調整値） 

公共工事請負金額（前年同月比） 公共工事請負金額（前年同月比） 

 

(4) 青森県景気基準日付 

 景気の転換点について、内閣府によれば、「景気が拡張期から後退期に変化するとき、登山者が山

に登って峰(peak)に達した後、下っていくことになぞらえて、「景気の山」という言い方をし、同様

に、景気が後退期から拡張期に変化するとき、谷(trough)に下りた後、登っていくことになぞえら

れて「景気の谷」という」とされています。 

 本県では、県経済の動向を把握し、客観的に分析するための座標軸として示すとともに、国や他

県の経済との比較などのため、景気の拡張局面や後退局面を分ける中心的な転換点である景気基準

日付(山・谷)を設定しています。 

 

 景気基準日付は、景気動向指数(一致指数)の各採用系列から作られるヒストリカル DI に基づき

設定します。ヒストリカルDIは、一致指数の個々の採用系列ごとに山と谷を設定し、山から谷にい

たる期間は全て下降(マイナス)、谷から山にいたる期間は全て上昇(プラス)として算出しています。 

 このヒストリカルDIが、50％を上回っている期間が景気拡張期、下回っている期間が景気後退期

であり、50％ラインを上から下に切る直前の月が景気の山、下から上に切る直前の月が景気の谷と

なります。 

 なお、個々の採用系列の山谷の日付設定は、米国のNBER(全米経済研究所)で開発されたブライ・
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切る時点が「景気の谷」(収縮期から拡張期への転換点)です。 
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 平成27年(2015年)7月に行われた内閣府の改定を受け、本県においても第15景気循環の確定に

合わせて景気動向指数を見直し、4年ぶりに第5次改定を行い、平成28年(2016年)1月分から新し

い景気動向指数による公表を開始しました。 

先行、一致及び遅行系列の各採用系列を改定した結果、主な変更点は以下のとおりです。(表 1-

1)なお、採用する系列の数は、先行8、一致7、遅行7となり、それぞれ旧系列と同数となっていま

す。 

① カバレッジの拡充 

  先行系列において、物価関連指標｢日経商品指数(42種)｣、一致系列において、生産関連指標｢投

資財生産指数｣、遅行系列において、雇用関連指標｢有効求職者数(全数)｣をそれぞれ新規採用しま

した。 

② 景気動向との相関 

一致系列において、東日本大震災以降生産動向との相関が弱まっている生産関連指標｢大口電

力使用量｣と、インターチェンジ数の変更や新幹線開業の影響等から流通動向との相関が弱まっ

ている流通関連指標｢東北自動車道IC利用台数｣をそれぞれ除外しました。 

③ 重複指標の是正(同一又は類似の統計に基づいており、内容が重複するもの) 

遅行系列において、雇用関連指標｢現金給与総額(全産業)｣を｢常用雇用指数(全産業)｣に統合し

ました。 

 

表1-1 景気動向指数採用系列の新旧対照表(下線は変更点) 

 旧系列 新系列 

先
行
系
列 

乗用車新車登録届出台数（前年同月比） 乗用車新車登録届出台数（前年同月比） 

生産財生産指数（前年同月比） 生産財生産指数（前年同月比） 

新規求人倍率(全数)（季節調整値） 新規求人倍率(全数)（季節調整値） 

所定外労働時間指数(全産業)（前年同月比） 移行（先行→一致） 

新設住宅着工床面積（前年同月比） 新設住宅着工床面積（前年同月比） 

建築着工床面積（前年同月比） 建築着工床面積（前年同月比） 

企業倒産件数(※逆サイクル)（前年同月比） 企業倒産件数(※逆サイクル)（前年同月比） 

中小企業景況ＤＩ（原数値） 

 

中小企業景況ＤＩ（原数値） 

日経商品指数(42種)（前年同月比）※新規採用 

 

  

  

  

表1-1 景気動向指数採用系列の新旧対照表(下線は変更点)(続き) 

 旧系列 新系列 

一
致
系
列 

大型小売店販売額(既存店)（前年同月比） 大型小売店販売額(既存店)（前年同月比） 

旅行取扱高（前年同月比） 旅行取扱高（前年同月比） 

鉱工業生産指数（季節調整値） 鉱工業生産指数（季節調整値） 

 投資財生産指数（季節調整値）※新規採用 

大口電力使用量（季節調整値） 除外  

有効求人倍率(全数) （季節調整値） 有効求人倍率(全数)（季節調整値） 

 

 

所定外労働時間指数(全産業)（前年同月比） 

※移行（先行→一致） 

輸入通関実績(八戸港)（前年同月比） 輸入通関実績(八戸港)（前年同月比） 

東北自動車道ＩＣ利用台数（前年同月比） 除外 

遅
行
系
列 

勤労者世帯家計消費支出(実質)（季節調整値） 勤労者世帯家計消費支出(実質)（季節調整値） 

 

 

常用雇用指数(全産業)（前年同月比） 

有効求職者数(全数)(※逆サイクル)（前年同月比） 

※新規採用 

常用雇用指数(全産業)（前年同月比） 

現金給与総額(全産業)（前年同月比） 除外 

県内金融機関貸出残高（前年同月比） 県内金融機関貸出残高（前年同月比） 

青森市消費者物価指数(総合)（前年同月比） 青森市消費者物価指数(総合)（前年同月比） 

りんご消費地市場価格（季節調整値） りんご消費地市場価格（季節調整値） 

公共工事請負金額（前年同月比） 公共工事請負金額（前年同月比） 
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たる期間は全て下降(マイナス)、谷から山にいたる期間は全て上昇(プラス)として算出しています。 

 このヒストリカルDIが、50％を上回っている期間が景気拡張期、下回っている期間が景気後退期

であり、50％ラインを上から下に切る直前の月が景気の山、下から上に切る直前の月が景気の谷と

なります。 

 なお、個々の採用系列の山谷の日付設定は、米国のNBER(全米経済研究所)で開発されたブライ・
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ボッシャン(Bry-Boschan)法(※)によって行っています。 

 

 全国の第15景気循環に相当する本県景気基準日付(景気の山・谷)は、景気の山を平成24年(2012

年)5月、景気の谷を平成24年(2012年)11月として確定設定しました。 

これにより、景気の拡張期間は、平成21年(2009年)4月から平成24年(2012年)5月までの37カ

月、後退期間は、平成24年(2012 年)5月から平成24年(2012 年)11 月までの6カ月、全循環でみ

ると43カ月となり、平成元年(1989年)以降では2番目に短い全循環期間となりました。(図1-1) 

 

(※)ブライ・ボッシャン(Bry-Boschan)法 

昭和46年(1971年)にNBER(全米経済研究所)で開発された手法で、内閣府経済社会総合研究所

においても、全国の景気基準日付の設定に用いています。山と谷との間隔が5カ月以上必要であ

るとか、一循環の長さは15カ月以上必要であるといったルールを条件として与え、12カ月移動

平均などを施してデータの変動を平準化し、段階を追って山谷を確定していきます。 

 

図1-1 青森県と全国の景気基準日付一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

青 森 県 全  国

山 谷 拡張期間 後退期間 全循環 山 谷 拡張期間 後退期間 全循環

4 S37.6 S37.12 6カ月 S36.12 S37.10 42カ月 10カ月 52カ月

5 S39.2 S40.1 14カ月 11カ月 25カ月 S39.10 S40.10 24カ月 12カ月 36カ月

S44.1 S44.9 48カ月 8カ月 56カ月

6 S46.2 S47.4 17カ月 14カ月 31カ月 S45.7 S46.12 57カ月 17カ月 74カ月

7 S48.9 S50.3 17カ月 18カ月 35カ月 S48.11 S50.3 23カ月 16カ月 39カ月

8 S51.12 S53.3 21カ月 15カ月 36カ月 S52.1 S52.10 22カ月 9カ月 31カ月

9 S55.1 S57.3 22カ月 26カ月 48カ月 S55.2 S58.2 28カ月 36カ月 64カ月

10 S60.4 S62.3 37カ月 23カ月 60カ月 S60.6 S61.11 28カ月 17カ月 45カ月

11 H3.3 H6.1 48カ月 34カ月 82カ月 H3.2 H5.10 51カ月 32カ月 83カ月

12 H9.3 H11.2 38カ月 23カ月 61カ月 H9.5 H11.1 43カ月 20カ月 63カ月

13 H12.8 H14.3 18カ月 19カ月 37カ月 H12.11 H14.1 22カ月 14カ月 36カ月

14 H19.9 H21.4 66カ月 19カ月 85カ月 H20.2 H21.3 73カ月 13カ月 86カ月

15 H24.5 H24.11 37カ月 6カ月 43カ月 H24.3 H24.11 36カ月 8カ月 44カ月

※全国値は内閣府経済社会総合研究所公表資料による

循環
区分
(国)

(5) 平成29年(2017年)の景気動向指数について 

 平成29年(2017 年)の CI 一致指数をみると、4月までは下降傾向にありましたが、5月、6月は

有効求人倍率や鉱工業生産指数が高い水準だったため上昇しました。その後、10月に輸入通関実績

や所定外労働時間指数の低下により前月比マイナス9.5ポイントである178.8まで下降し、それ以

降は横ばいの動きとなっています。(図1-2、表1-2) 

 

図1-2 各指数のグラフ(3指数)  

 

資料)県統計分析課「青森県景気動向指数(CI版)」 
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ボッシャン(Bry-Boschan)法(※)によって行っています。 

 

 全国の第15景気循環に相当する本県景気基準日付(景気の山・谷)は、景気の山を平成24年(2012

年)5月、景気の谷を平成24年(2012年)11月として確定設定しました。 

これにより、景気の拡張期間は、平成21年(2009年)4月から平成24年(2012年)5月までの37カ

月、後退期間は、平成24年(2012 年)5月から平成24年(2012 年)11 月までの6カ月、全循環でみ

ると43カ月となり、平成元年(1989年)以降では2番目に短い全循環期間となりました。(図1-1) 

 

(※)ブライ・ボッシャン(Bry-Boschan)法 

昭和46年(1971年)にNBER(全米経済研究所)で開発された手法で、内閣府経済社会総合研究所

においても、全国の景気基準日付の設定に用いています。山と谷との間隔が5カ月以上必要であ

るとか、一循環の長さは15カ月以上必要であるといったルールを条件として与え、12カ月移動

平均などを施してデータの変動を平準化し、段階を追って山谷を確定していきます。 

 

図1-1 青森県と全国の景気基準日付一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

青 森 県 全  国

山 谷 拡張期間 後退期間 全循環 山 谷 拡張期間 後退期間 全循環

4 S37.6 S37.12 6カ月 S36.12 S37.10 42カ月 10カ月 52カ月

5 S39.2 S40.1 14カ月 11カ月 25カ月 S39.10 S40.10 24カ月 12カ月 36カ月

S44.1 S44.9 48カ月 8カ月 56カ月

6 S46.2 S47.4 17カ月 14カ月 31カ月 S45.7 S46.12 57カ月 17カ月 74カ月

7 S48.9 S50.3 17カ月 18カ月 35カ月 S48.11 S50.3 23カ月 16カ月 39カ月

8 S51.12 S53.3 21カ月 15カ月 36カ月 S52.1 S52.10 22カ月 9カ月 31カ月

9 S55.1 S57.3 22カ月 26カ月 48カ月 S55.2 S58.2 28カ月 36カ月 64カ月

10 S60.4 S62.3 37カ月 23カ月 60カ月 S60.6 S61.11 28カ月 17カ月 45カ月

11 H3.3 H6.1 48カ月 34カ月 82カ月 H3.2 H5.10 51カ月 32カ月 83カ月

12 H9.3 H11.2 38カ月 23カ月 61カ月 H9.5 H11.1 43カ月 20カ月 63カ月

13 H12.8 H14.3 18カ月 19カ月 37カ月 H12.11 H14.1 22カ月 14カ月 36カ月

14 H19.9 H21.4 66カ月 19カ月 85カ月 H20.2 H21.3 73カ月 13カ月 86カ月

15 H24.5 H24.11 37カ月 6カ月 43カ月 H24.3 H24.11 36カ月 8カ月 44カ月

※全国値は内閣府経済社会総合研究所公表資料による

循環
区分
(国)

(5) 平成29年(2017年)の景気動向指数について 

 平成29年(2017 年)の CI 一致指数をみると、4月までは下降傾向にありましたが、5月、6月は

有効求人倍率や鉱工業生産指数が高い水準だったため上昇しました。その後、10月に輸入通関実績

や所定外労働時間指数の低下により前月比マイナス9.5ポイントである178.8まで下降し、それ以

降は横ばいの動きとなっています。(図1-2、表1-2) 

 

図1-2 各指数のグラフ(3指数)  
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2 青森県景気ウォッチャー調査 

 

(1) 調査の概要 

青森県景気ウォッチャー調査は、統計データには表れにくい、県民の生活実感により近い景気動

向、いわゆる「街角景気」に関するきめ細かな情報を素早く収集し、県内の景気をより的確に把握

することを目的とする調査です。3カ月ごと(1月、4月、7月、10月)に実施し、翌月初旬に公表し

ているため速報性が高いものとなっています。 

 調査方法は、県内を東青・津軽・県南・下北の4地区に分け、家計関連・企業関連・雇用関連の

分野で、地域における経済活動の動向を敏感に観察できる業種(コンビニエンスストア店長や小売店

員、タクシー乗務員、ホテル支配人、スナック経営者等)に従事している100名の方々に「景気ウォ

ッチャー」を委嘱し、現場の景況感に関連する事項について回答していただいています。 

 調査事項は、「3カ月前と比べた景気の現状に対する判断(方向性)とその理由」、「3カ月後の景気

の先行きに対する判断(方向性)とその理由」の2点ですが、判断理由を自由に回答していただくこ

とにより、景気の実感に対する生の声をうかがうことができます。 

 

○ 地区別・分野別客体数 

  

○ 分野別の業種・職種 

  

○ ＤＩの算出方法 

 5 段階の判断にそれぞれ以下の点数を与え、これらに各判断の構成比(％)を乗じて、ＤＩを算出

します。 

  

※ 回答者全員が(景気は)「変わらない」と回答した場合、ＤＩは50となるため、50が景気の 

方向をあらわす目安となります。 

調 査 客 体 数

合計 家計 企業 雇用

東  青 青森市とその周辺部 30 23 4 3

津  軽 弘前市、黒石市、五所川原市とその周辺部 30 22 6 2

県  南 八戸市、十和田市、三沢市とその周辺部 30 21 7 2

下  北 むつ市とその周辺部 10 9 1 0

計 100 75 18 7

対 象 地 域地  区

家計関連

雇用関連 人材派遣、新聞社求人広告、求人情報誌

一般小売店、商店街、卸売業

一般飲食店、レストラン、スナック飲　食

住　宅

小　売

サービス

コンビニ、百貨店、スーパー、乗用車販売、衣料専門店、家電量販店、

観光型ホテル・旅館、都市型ホテル、観光名所等、旅行代理店、タクシー、

企業関連

美容院、パチンコ、競輪場、ガソリンスタンド

設計事務所、住宅建設販売

食料品製造、飲料品製造、紙・パルプ製造、電気機械製造、建設、経営コンサルタント、

広告・デザイン

評価

点数 1

良くなって

いる

0.75 0.5 0.25 0

悪くなって

いる
やや良く

なっている
変わらない

やや悪く

なっている

170 171
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2 青森県景気ウォッチャー調査 

 

(1) 調査の概要 

青森県景気ウォッチャー調査は、統計データには表れにくい、県民の生活実感により近い景気動

向、いわゆる「街角景気」に関するきめ細かな情報を素早く収集し、県内の景気をより的確に把握

することを目的とする調査です。3カ月ごと(1月、4月、7月、10月)に実施し、翌月初旬に公表し

ているため速報性が高いものとなっています。 

 調査方法は、県内を東青・津軽・県南・下北の4地区に分け、家計関連・企業関連・雇用関連の

分野で、地域における経済活動の動向を敏感に観察できる業種(コンビニエンスストア店長や小売店

員、タクシー乗務員、ホテル支配人、スナック経営者等)に従事している100名の方々に「景気ウォ

ッチャー」を委嘱し、現場の景況感に関連する事項について回答していただいています。 

 調査事項は、「3カ月前と比べた景気の現状に対する判断(方向性)とその理由」、「3カ月後の景気

の先行きに対する判断(方向性)とその理由」の2点ですが、判断理由を自由に回答していただくこ

とにより、景気の実感に対する生の声をうかがうことができます。 

 

○ 地区別・分野別客体数 

  

○ 分野別の業種・職種 

  

○ ＤＩの算出方法 

 5 段階の判断にそれぞれ以下の点数を与え、これらに各判断の構成比(％)を乗じて、ＤＩを算出

します。 

  

※ 回答者全員が(景気は)「変わらない」と回答した場合、ＤＩは50となるため、50が景気の 

方向をあらわす目安となります。 

調 査 客 体 数

合計 家計 企業 雇用

東  青 青森市とその周辺部 30 23 4 3

津  軽 弘前市、黒石市、五所川原市とその周辺部 30 22 6 2

県  南 八戸市、十和田市、三沢市とその周辺部 30 21 7 2

下  北 むつ市とその周辺部 10 9 1 0

計 100 75 18 7

対 象 地 域地  区

家計関連

雇用関連 人材派遣、新聞社求人広告、求人情報誌

一般小売店、商店街、卸売業

一般飲食店、レストラン、スナック飲　食

住　宅

小　売

サービス

コンビニ、百貨店、スーパー、乗用車販売、衣料専門店、家電量販店、

観光型ホテル・旅館、都市型ホテル、観光名所等、旅行代理店、タクシー、

企業関連

美容院、パチンコ、競輪場、ガソリンスタンド

設計事務所、住宅建設販売

食料品製造、飲料品製造、紙・パルプ製造、電気機械製造、建設、経営コンサルタント、

広告・デザイン

評価

点数 1

良くなって

いる

0.75 0.5 0.25 0

悪くなって

いる
やや良く

なっている
変わらない

やや悪く

なっている
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(2) 景気の現状判断ＤＩ・先行き判断ＤＩの推移 

3 カ月前と比べた景気の現状に対する判断である「現状判断ＤＩ」は、東日本大震災発生直後の

平成23年(2011年)4月に14.6と大きく落ち込み、7月以降には震災の自粛ムードの解消などを背

景に震災前の水準に回復しました。その後、エコカー補助金の反動減や輸出減少などから全国的に

景気が低迷し、平成24 年(2012 年)10 月には 44.0 にまで落ち込みましたが、輸出環境の改善や政

府の経済対策、金融政策などを背景にマインドの改善がみられ、平成 25 年(2013 年)4 月には過去

最高の57.8となりました。平成26年(2014年)は、消費税増税の影響などによって4月に5期ぶり

に50を下回り、その後も消費税増税の影響などが続きました。平成27年(2015年)は、4月、7月

に暖冬の好影響、プレミアム商品券販売効果などから2期連続で50を上回りました。10月には売

上の停滞などから49.3 となり、平成28年(2016 年)も同様の傾向が続き、4期連続で50を下回り

ました。 

平成29年(2017年)に入ると、1月は年末商戦の盛り上がり不足などから47.3となりましたが、

4月には住宅・自動車の販売好調などから51.0 となり、7期ぶりで50を上回りました。続く7月

には50.8とほぼ横ばいだったものの、10月には冷夏の影響などから46.5となり、3期ぶりで50を

下回る状況となりました。(図2-1) 

 

また、3 カ月後の景気の先行きに対する判断である「先行き判断ＤＩ」は、現状判断ＤＩ同様、

震災の発生によって平成23年(2011年)4月に30.1と大きく落ち込んだ後、7月には震災復興への

期待感などから53.6と震災前の水準を上回りました。その後、平成25年(2013年)は、景気回復へ

の期待などが高まったことなどから 4 月に過去最高の 60.4 を記録するなど、調査開始以来、初め

て4期連続で50を上回りました。しかし、平成26年(2014年)は、消費税増税や物価上昇による影

響が懸念されたことから4月に34.9と大きく落ち込みましたが、7月には消費減退からの回復への

期待感から52.0と50を上回りました。平成27年(2015年)は、物価上昇による影響などが懸念さ

れたことから1月から2期連続で50を下回り、7月はプレミアム商品券の利用や祭りシーズン到来

による消費回復への期待などから54.8と50を上回りましたが、10月はアジア諸国の景気悪化など
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図2-1 青森県景気ウォッチャー調査 景気現状判断DI・先行き判断DIの推移

現状判断ＤＩ

先行き判断ＤＩ

への懸念から再び50を下回りました。平成28年(2016年)は、1月、4月は北海道新幹線開業によ

る経済効果への期待などから2 期連続で50 を上回りましたが、7 月、10 月は個人消費の低迷や海

外情勢の先行きへの懸念などから再び50を下回る状況となりました。 

平成29年(2017年)に入り、1月は引き続き50を下回ったものの、4月にインバウンドへの期待

などから4 期ぶりで50 を上回り、7 月、10 月もイベントの影響や消費税増税を見越した前倒し需

要への期待等から引き続き50を上回る状況となりました。(図2-1) 

  

(3) 地区別景気の現状判断ＤＩの推移 

「現状判断ＤＩ」について東青、津軽、県南、下北（参考値）の地区別にみると、平成22年(2010

年)12 月の東北新幹線全線開業による観光客の増加などが見られた東青地区で、平成 23 年(2011

年)1月に53.4と19期ぶりに50を上回りましたが、震災の発生によって4月には東青地区を含む

全地区で大きく落ち込みました。震災後、復興需要などがみられた県南地区では、概ね50を超えて

推移していましたが、平成24 年(2012 年)10 月には再び50 を下回りました。平成25 年(2013 年)

は、政府の経済政策、金融政策などを背景にマインドの改善が見られたことから、東青、津軽、県

南地区において概ね50を超えて推移しました。平成26年(2014年)は、消費税増税直後の4月に全

地区で50を下回り、その後も全地区で概ね50を下回って推移しました。平成27年(2015年)は、1

月は引き続き全地区で50を下回り、4月、7月は多くの地区で50を上回りましたが、10月は再び

全地区でポイントが減少し、東青、下北地区で3期ぶりに50を下回りました。平成28年(2016年)

は、北海道新幹線開業による経済効果などへの期待から1月、4月に津軽地区のみで50を上回り、

7月に東青地区のみで50を上回りましたが、10月は全地区で50を下回る状況となりました。 

平成29年(2017年)に入り、1月は県南地区で50を回復し、4月は県南地区で50を下回ったもの

のそれ以外の地区で50を上回りました。7月は津軽地区・下北地区が引き続き50を上回りました

が、10月は県南地区のみで50を上回る状況となりました。(図2-2) 
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3 カ月前と比べた景気の現状に対する判断である「現状判断ＤＩ」は、東日本大震災発生直後の

平成23年(2011年)4月に14.6と大きく落ち込み、7月以降には震災の自粛ムードの解消などを背

景に震災前の水準に回復しました。その後、エコカー補助金の反動減や輸出減少などから全国的に

景気が低迷し、平成24 年(2012 年)10 月には 44.0 にまで落ち込みましたが、輸出環境の改善や政

府の経済対策、金融政策などを背景にマインドの改善がみられ、平成 25 年(2013 年)4 月には過去

最高の57.8となりました。平成26年(2014年)は、消費税増税の影響などによって4月に5期ぶり

に50を下回り、その後も消費税増税の影響などが続きました。平成27年(2015年)は、4月、7月

に暖冬の好影響、プレミアム商品券販売効果などから2期連続で50を上回りました。10月には売

上の停滞などから49.3 となり、平成28年(2016 年)も同様の傾向が続き、4期連続で50を下回り

ました。 

平成29年(2017年)に入ると、1月は年末商戦の盛り上がり不足などから47.3となりましたが、

4月には住宅・自動車の販売好調などから51.0 となり、7期ぶりで50を上回りました。続く7月

には50.8とほぼ横ばいだったものの、10月には冷夏の影響などから46.5となり、3期ぶりで50を

下回る状況となりました。(図2-1) 
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への懸念から再び50を下回りました。平成28年(2016年)は、1月、4月は北海道新幹線開業によ

る経済効果への期待などから2 期連続で50 を上回りましたが、7 月、10 月は個人消費の低迷や海

外情勢の先行きへの懸念などから再び50を下回る状況となりました。 

平成29年(2017年)に入り、1月は引き続き50を下回ったものの、4月にインバウンドへの期待

などから4 期ぶりで50 を上回り、7 月、10 月もイベントの影響や消費税増税を見越した前倒し需

要への期待等から引き続き50を上回る状況となりました。(図2-1) 

  

(3) 地区別景気の現状判断ＤＩの推移 

「現状判断ＤＩ」について東青、津軽、県南、下北（参考値）の地区別にみると、平成22年(2010

年)12 月の東北新幹線全線開業による観光客の増加などが見られた東青地区で、平成 23 年(2011

年)1月に53.4と19期ぶりに50を上回りましたが、震災の発生によって4月には東青地区を含む

全地区で大きく落ち込みました。震災後、復興需要などがみられた県南地区では、概ね50を超えて
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(4) 特別調査～北海道新幹線開業が景気に与えた影響について 

平成28年(2016年)3月26日に北海道新幹線の新青森・新函館北斗間が開業し、今別町に奥津軽

いまべつ駅が開業しました。 

北海道新幹線開業が景気に与えた影響等について、平成28 年(2016 年)4 月から平成29 年(2017

年)4月まで青森県景気ウォッチャーの方々を対象に実施した特別調査の結果をみると、北海道新幹

線がここ3ヵ月の景気に与えた影響について、「良い影響があった」、「どちらかといえば良い影響が

あった」とする回答の合計が最も多かったのは平成28年(2016年)10月で、合わせて24.2％となり

ました。（図2-3-1） 

また、今後3カ月先の景気に与える影響について、「良い影響がある」、「どちらかといえば良い影

響がある」とする回答の合計が最も多かったのは平成28年(2016 年)4月で、合わせて45.0％とな

りました。（図2-3-2） 
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この3カ月の景気に与えた影響について業種別にみると、「良い影響があった」、「どちらかとい

えば良い影響があった」とする回答の合計が最も多かったのは、観光関連と県民生活関連は平成

28年(2016年)7月、企業活動関連は平成28年(2016年)10月となっていました。また、最も多か

った月の数値をみると、観光関連では40.9％、企業活動関連は36.8％、県民生活関連は20.3％

となりました。（図2-4） 

 

 

図2-4 北海道新幹線開業がここ3ヵ月の景気に与えた影響(業種別) 
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(5) 景気の実感 

～「景気ウォッチャー」生の声 平成29年(2017年)調査の「現状判断」コメントから～ 

(◎：良、○：やや良、□：不変、△：やや悪、×：悪) 

◆平成29年(2017年)1月調査 

 

◆平成29年(2017年)4月調査 

 

◎
一時期に比べ倒産などの件数が減少。人材採用や研修に力を入れる企業が増加しているように思われる。(人材派

遣=県南)

○ 客入数、売上共若干伸びつつあるため。(観光名所等=県南)

○ コネクタ部品の受注が旺盛なため。(電気機械製造=津軽)

□ 良くなっている実感がない。(旅行代理店=東青)

□
初売という一年を占う景況では、三が日は天候にも恵まれるなど、大型店を中心まずまずだったようです。しか

し、それ以外ではこれといった好材料がなく、停滞しているように見受けられました。(商店街=東青)

□
衣料品のダウントレンドが継続している。特に年代の高い層において、この傾向は強いと思われる。(百貨店=津

軽)

□ 週末のお客様の入りはまずまずですが、平日に外食する人達が減ってきている。(レストラン=県南)

□ 冬場は宿泊客が落ち込む時期ではあるが、ほぼ前年並で推移している。(都市型ホテル=下北)

□ 特段の大きな事業がある訳ではなく、個人消費も伸びてはいない。(広告・デザイン=東青)

□ 特に良い変化が見られない。(経営コンサルタント=津軽)

□ 好転材料は何もないので、どちらとも言えない。少なくとも良くはなっていないと思う。(建設=県南)

□ 特に消費動向に変化を感じないから。(食料品製造=下北)

□ 有効求人倍率は良いかもしれないが、実感がない。(新聞社求人広告=東青)

△ 商品の売上が著しく低下している。(美容院=東青)

△ 年末商戦において、高額商品の売数が減った。(スーパー=津軽)

△ 降雪が少なく、季節商品の動きが鈍い様に感じる。(商店街=県南)

×
年末商戦は盛り上がりに欠けました。例年より雪が少なく来店しやすい天気だったと思うのですが。(一般小売店

=下北)

○ 春になり、新築を考え始めるお客様が増加。イベント会場・相談・問合せ全て増加。(住宅建設販売=東青)

○ 農家所得の向上。春・衣替えがあり好調(衣料専門店=津軽)

○
お客様との会話の中で、忙しいとか人手が足りないという話題が多く聞かれ、以前より少し良くなってきている

のかなと思う。(乗用車販売=県南)

○ 春の観光本番に向けて期待感が高まっている。弘前さくらまつり100年も好材料。(新聞社求人広告=津軽)

□ 各業種別売上で上向き傾向がみられない。特に衣料品に関しては継続的に厳しい。(百貨店=東青)

□
29年1～3月の入場者数は14.0%増であるが、青森～天津チャーター便就航に伴う中国人客の増加が大きく寄与して

おり、これを除いた入場者数は前年同期比マイナスとなるもの。(観光名所等=東青)

□
・人の出入りは変わりない。

・前年と売上げも同じくらい。(旅行代理店=津軽)

□ 売上、棟数とも前年と同じ位。利益率だけが若干下がっている。(住宅建設販売=津軽)

□
国内市場は安定している。一方で海外情勢の問題で不安要素はあるが、現状は変わらない見込み(観光型ホテル・

旅館=県南)

□
外食するお客様が減っている。周りのお客様や有人は、仕事帰りや休日はスポーツジムやヨガなどに通ってい

る。仕事帰りに飲む傾向が弱くなっているようです。(レストラン=県南)

□
先日、とある会合でむつ市内の景気の話をしたが、各職種厳しい状況が続いているという話が大半であった。(ガ

ソリンスタンド=下北)

□

大きな変化は感じられないが、各方面とも人手不足は相変わらず続いている（介護福祉関係、保育関係、飲食関

係等）共働き家族も増えているので、土日等大型スーパーへ家族連れで（買い出しのような）の買い物客は多い

が、その分平日の中小のスーパーは閑散としている。(経営コンサルタント=津軽)

□
一部の団塊世代で高級志向による旅行や買物は目につくものの、平均して節約志向が高まっているように感じ

る。(建設=県南)

△
２月末にアウガ商業施設（1～4F）が閉店し、周辺の個店もマイナスイメージを引きずっており、消費マインドが

落ち込んでいるようです。(商店街=東青)

△
外客が大幅増加、ただし最初の着地なので、お土産の買上げが少ない。国内客は大雪のため、動きが悪かった。

(観光名所等=津軽)

△

店舗の売上状況はやや良くなっているが、主に天候要因（気温上昇による春物衣料の好調）に帰依している。※3

月の低温での売上減少が4月の売上増、特にアパレル取引先の経済状況が良くなる兆しは見られない。足元売上減

少とあらゆる面でのコスト増（原材料・人件費等）が利益を圧迫している。(衣料専門店=県南)

◆平成29年(2017年)7月調査 

 

◆平成29年(2017年)10月調査 

 

 

 

 

 

○ 今まで継続して厳しかった婦人衣料の売上が回復してきている。(百貨店=東青)

○

天候にも恵まれ、アウガに市役所窓口移転、商工会議所駅前移転、東奥日報社跡地開発、青森駅舎改築東西通

路、新町地区ホテル建設、ニコニコ通りマンション新築と少しずつ活性化の動きが見られ景気の期待感の表れで

ないかと感じる。(衣料専門店=東青)

○ 天津定期便などにより来街者や買物客が増えている。(商店街=津軽)

○ 夏物、エアコン、冷蔵庫等の動きが良い。(家電量販店=津軽)

○ 気候の影響もあり、盛夏商品が好調。(スーパー=下北)

□ A店は変わらないが、夜の業界の不景気によりB店はやや悪くなっている。(コンビニ=東青)

□
クレジットカードで決済するお客様が増えているところを見ると、若干消費者の財布の紐が緩みつつあるのかも

しれない。(ガソリンスタンド=東青)

□ 当館の場合、3ヶ月前から予約状況が良好に推移している。(観光型ホテル・旅館=津軽)

□ 天候が不順のため(商店街=県南)

□ 企業の設備投資が動き始めているように感じる。(コンビニ=県南)

□ 宿泊客数は増加しているものの、長期の滞在契約等を除けば前年並で推移している。(都市型ホテル=下北)

□ 人が足りない。募集しても人がこない。(コンビニ=下北)

□

依然として人手不足気味の傾向にある。弘前市内は土日、飲食店・スーパー等の人出も多い。保育・医療等の分

野の人手不足。求人に対する応募がない。きれいなところ、楽そうな所に集中しているようだ。(経営コンサルタ

ント=津軽)

△ 春の住宅購入と比較すると、時期的な事ですが低下気味。(住宅建設販売=東青)

△
酒税に関連した値上げ時、買いだめするのではなくアルコールをやめると言う声が聞こえることが多く、ますま

す財布の紐はきつくなる(卸売業=県南)

△
食料品の値上がりや、ビールの値上がり　再生エネ賦課金の値上がり？　財布のヒモが固くなった気がします。

(一般小売店=下北)

○
アウガに市役所窓口移転を起点にした動向が中心街区の雰囲気を押し上げている。ワクワク感は周辺でも。(衣料

専門店=東青)

○ 一般的景気が上回っている風潮　農作物良好(衣料専門店=津軽)

○ 新型スマートフォンの発売でピークを迎えている。(電気機械製造=津軽)

□ 大きな社会変動もなく、手持ちの仕事で順調に推移したように見受けられる。(設計事務所=東青)

□ 4～9月の月別の入場者数は前年比増加が3ヵ月、同減少が3ヵ月となっている。(観光名所等=東青)

□
秋物商品の一部に動きはあったものの天候不順・不漁による生鮮食品の高騰や食品・サービス料金の値上げ等の

影響のためか価格に敏感になっていると感じられるため。(百貨店=県南)

□
良くなる傾向もありつつ、北朝鮮情勢の問題もあり、先が読みづらい。現状を見ると、館内消費額は上昇してい

るので、情勢安定すれば上向きにいくだろう。(観光型ホテル・旅館=県南)

□
八戸は夏から巻き網船などが入ってくる為、町はにぎやかになりますが、その他地元の企業にかわりはないと思

います。(スナック=県南)

□
有効求人倍率の上昇、賃金の上昇も報道されるが、社会保険料の上昇などにより実質可処分所得は増加が感じら

れず、個人消費の増加に結びついていない。(ガソリンスタンド=県南)

□
お盆の帰省や祭りの観光客も例年に比べそんなに増えた感じもなく、逆に悪天候で人の動きが悪かったような気

がします。(ガソリンスタンド=下北)

□
クライアントの数値を見ていると7月までは堅調な利益を上げていたが8月は利益の伸びがぱったりと止まった。

冷夏の影響で個人消費が伸び悩んだのではなかろうか。(経営コンサルタント=県南)

△ 大きいイベント等が終わり、現在は来街者や買物客数が落ち着いてきた。(商店街=津軽)

△ 8・9月の冷夏の影響(一般飲食店=津軽)

△ 急に気温が下がってきたのと油関係が値上がり傾向だから(商店街=県南)

△ 食堂での仕事なのですが（夜9時まで）人が歩いていない。(一般飲食店=下北)

×

3ヵ月で知り合いの4店舗が閉店、私たち飲食業は何故これほど悪いのでしょうか。やはり不景気の挙句、又選挙

で踏んだり蹴ったりです。悲しく寂しいです。それなりに営業はしていますが、まあ12月に向けて頑張るしかあ

りません。(スナック=東青)
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(5) 景気の実感 

～「景気ウォッチャー」生の声 平成29年(2017年)調査の「現状判断」コメントから～ 

(◎：良、○：やや良、□：不変、△：やや悪、×：悪) 

◆平成29年(2017年)1月調査 

 

◆平成29年(2017年)4月調査 

 

◎
一時期に比べ倒産などの件数が減少。人材採用や研修に力を入れる企業が増加しているように思われる。(人材派

遣=県南)

○ 客入数、売上共若干伸びつつあるため。(観光名所等=県南)

○ コネクタ部品の受注が旺盛なため。(電気機械製造=津軽)

□ 良くなっている実感がない。(旅行代理店=東青)

□
初売という一年を占う景況では、三が日は天候にも恵まれるなど、大型店を中心まずまずだったようです。しか

し、それ以外ではこれといった好材料がなく、停滞しているように見受けられました。(商店街=東青)

□
衣料品のダウントレンドが継続している。特に年代の高い層において、この傾向は強いと思われる。(百貨店=津

軽)

□ 週末のお客様の入りはまずまずですが、平日に外食する人達が減ってきている。(レストラン=県南)

□ 冬場は宿泊客が落ち込む時期ではあるが、ほぼ前年並で推移している。(都市型ホテル=下北)

□ 特段の大きな事業がある訳ではなく、個人消費も伸びてはいない。(広告・デザイン=東青)

□ 特に良い変化が見られない。(経営コンサルタント=津軽)

□ 好転材料は何もないので、どちらとも言えない。少なくとも良くはなっていないと思う。(建設=県南)

□ 特に消費動向に変化を感じないから。(食料品製造=下北)

□ 有効求人倍率は良いかもしれないが、実感がない。(新聞社求人広告=東青)

△ 商品の売上が著しく低下している。(美容院=東青)

△ 年末商戦において、高額商品の売数が減った。(スーパー=津軽)

△ 降雪が少なく、季節商品の動きが鈍い様に感じる。(商店街=県南)

×
年末商戦は盛り上がりに欠けました。例年より雪が少なく来店しやすい天気だったと思うのですが。(一般小売店

=下北)

○ 春になり、新築を考え始めるお客様が増加。イベント会場・相談・問合せ全て増加。(住宅建設販売=東青)

○ 農家所得の向上。春・衣替えがあり好調(衣料専門店=津軽)

○
お客様との会話の中で、忙しいとか人手が足りないという話題が多く聞かれ、以前より少し良くなってきている

のかなと思う。(乗用車販売=県南)

○ 春の観光本番に向けて期待感が高まっている。弘前さくらまつり100年も好材料。(新聞社求人広告=津軽)

□ 各業種別売上で上向き傾向がみられない。特に衣料品に関しては継続的に厳しい。(百貨店=東青)

□
29年1～3月の入場者数は14.0%増であるが、青森～天津チャーター便就航に伴う中国人客の増加が大きく寄与して

おり、これを除いた入場者数は前年同期比マイナスとなるもの。(観光名所等=東青)

□
・人の出入りは変わりない。

・前年と売上げも同じくらい。(旅行代理店=津軽)

□ 売上、棟数とも前年と同じ位。利益率だけが若干下がっている。(住宅建設販売=津軽)

□
国内市場は安定している。一方で海外情勢の問題で不安要素はあるが、現状は変わらない見込み(観光型ホテル・

旅館=県南)

□
外食するお客様が減っている。周りのお客様や有人は、仕事帰りや休日はスポーツジムやヨガなどに通ってい

る。仕事帰りに飲む傾向が弱くなっているようです。(レストラン=県南)

□
先日、とある会合でむつ市内の景気の話をしたが、各職種厳しい状況が続いているという話が大半であった。(ガ

ソリンスタンド=下北)

□

大きな変化は感じられないが、各方面とも人手不足は相変わらず続いている（介護福祉関係、保育関係、飲食関

係等）共働き家族も増えているので、土日等大型スーパーへ家族連れで（買い出しのような）の買い物客は多い

が、その分平日の中小のスーパーは閑散としている。(経営コンサルタント=津軽)

□
一部の団塊世代で高級志向による旅行や買物は目につくものの、平均して節約志向が高まっているように感じ

る。(建設=県南)

△
２月末にアウガ商業施設（1～4F）が閉店し、周辺の個店もマイナスイメージを引きずっており、消費マインドが

落ち込んでいるようです。(商店街=東青)

△
外客が大幅増加、ただし最初の着地なので、お土産の買上げが少ない。国内客は大雪のため、動きが悪かった。

(観光名所等=津軽)

△

店舗の売上状況はやや良くなっているが、主に天候要因（気温上昇による春物衣料の好調）に帰依している。※3

月の低温での売上減少が4月の売上増、特にアパレル取引先の経済状況が良くなる兆しは見られない。足元売上減

少とあらゆる面でのコスト増（原材料・人件費等）が利益を圧迫している。(衣料専門店=県南)

◆平成29年(2017年)7月調査 

 

◆平成29年(2017年)10月調査 

 

 

 

 

 

○ 今まで継続して厳しかった婦人衣料の売上が回復してきている。(百貨店=東青)

○

天候にも恵まれ、アウガに市役所窓口移転、商工会議所駅前移転、東奥日報社跡地開発、青森駅舎改築東西通

路、新町地区ホテル建設、ニコニコ通りマンション新築と少しずつ活性化の動きが見られ景気の期待感の表れで

ないかと感じる。(衣料専門店=東青)

○ 天津定期便などにより来街者や買物客が増えている。(商店街=津軽)

○ 夏物、エアコン、冷蔵庫等の動きが良い。(家電量販店=津軽)

○ 気候の影響もあり、盛夏商品が好調。(スーパー=下北)

□ A店は変わらないが、夜の業界の不景気によりB店はやや悪くなっている。(コンビニ=東青)

□
クレジットカードで決済するお客様が増えているところを見ると、若干消費者の財布の紐が緩みつつあるのかも

しれない。(ガソリンスタンド=東青)

□ 当館の場合、3ヶ月前から予約状況が良好に推移している。(観光型ホテル・旅館=津軽)

□ 天候が不順のため(商店街=県南)

□ 企業の設備投資が動き始めているように感じる。(コンビニ=県南)

□ 宿泊客数は増加しているものの、長期の滞在契約等を除けば前年並で推移している。(都市型ホテル=下北)

□ 人が足りない。募集しても人がこない。(コンビニ=下北)

□

依然として人手不足気味の傾向にある。弘前市内は土日、飲食店・スーパー等の人出も多い。保育・医療等の分

野の人手不足。求人に対する応募がない。きれいなところ、楽そうな所に集中しているようだ。(経営コンサルタ

ント=津軽)

△ 春の住宅購入と比較すると、時期的な事ですが低下気味。(住宅建設販売=東青)

△
酒税に関連した値上げ時、買いだめするのではなくアルコールをやめると言う声が聞こえることが多く、ますま

す財布の紐はきつくなる(卸売業=県南)

△
食料品の値上がりや、ビールの値上がり　再生エネ賦課金の値上がり？　財布のヒモが固くなった気がします。

(一般小売店=下北)

○
アウガに市役所窓口移転を起点にした動向が中心街区の雰囲気を押し上げている。ワクワク感は周辺でも。(衣料

専門店=東青)

○ 一般的景気が上回っている風潮　農作物良好(衣料専門店=津軽)

○ 新型スマートフォンの発売でピークを迎えている。(電気機械製造=津軽)

□ 大きな社会変動もなく、手持ちの仕事で順調に推移したように見受けられる。(設計事務所=東青)

□ 4～9月の月別の入場者数は前年比増加が3ヵ月、同減少が3ヵ月となっている。(観光名所等=東青)

□
秋物商品の一部に動きはあったものの天候不順・不漁による生鮮食品の高騰や食品・サービス料金の値上げ等の

影響のためか価格に敏感になっていると感じられるため。(百貨店=県南)

□
良くなる傾向もありつつ、北朝鮮情勢の問題もあり、先が読みづらい。現状を見ると、館内消費額は上昇してい

るので、情勢安定すれば上向きにいくだろう。(観光型ホテル・旅館=県南)

□
八戸は夏から巻き網船などが入ってくる為、町はにぎやかになりますが、その他地元の企業にかわりはないと思

います。(スナック=県南)

□
有効求人倍率の上昇、賃金の上昇も報道されるが、社会保険料の上昇などにより実質可処分所得は増加が感じら

れず、個人消費の増加に結びついていない。(ガソリンスタンド=県南)

□
お盆の帰省や祭りの観光客も例年に比べそんなに増えた感じもなく、逆に悪天候で人の動きが悪かったような気

がします。(ガソリンスタンド=下北)

□
クライアントの数値を見ていると7月までは堅調な利益を上げていたが8月は利益の伸びがぱったりと止まった。

冷夏の影響で個人消費が伸び悩んだのではなかろうか。(経営コンサルタント=県南)

△ 大きいイベント等が終わり、現在は来街者や買物客数が落ち着いてきた。(商店街=津軽)

△ 8・9月の冷夏の影響(一般飲食店=津軽)

△ 急に気温が下がってきたのと油関係が値上がり傾向だから(商店街=県南)

△ 食堂での仕事なのですが（夜9時まで）人が歩いていない。(一般飲食店=下北)

×

3ヵ月で知り合いの4店舗が閉店、私たち飲食業は何故これほど悪いのでしょうか。やはり不景気の挙句、又選挙

で踏んだり蹴ったりです。悲しく寂しいです。それなりに営業はしていますが、まあ12月に向けて頑張るしかあ

りません。(スナック=東青)
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3 各種統計調査 

 

 ここでは、県企画政策部統計分析課が調査を実施し、平成29年(2017年)中に公表した統計調査

の結果の概要について、簡単に紹介します。 

 なお、内容の詳細については、各統計調査の報告書等をご覧ください。 

 

(1) 青森県産業連関表 

 青森県産業連関表は、本県において１年間に、産業、政府、家計などの経済主体が行った財貨・

サービスに関する取引を行列形式で一覧表にしたものです。 

 産業連関表を部門ごとにタテ(列)方向に見ると、その部門の財貨・サービスの県内生産額とその

生産に用いられた原材料等や労働力などの投入費用構成がわかります。 

 また、部門ごとにヨコ(行)方向に見ると、その部門の財貨・サービスがどの部門にどれだけ供給

されたのか、原材料等や消費・投資・移輸出などの産出(販売)先構成がわかります。 

 産業連関表は、経済構造分析、経済施策の波及効果分析、経済の将来予測等に利用されています。 

 

① 平成23年青森県産業連関表の作成 

本県では、昭和39年(1964 年)に「昭和35年青森県産業連関表」を公表して以降、全国産業連

関表に準じて概ね5年ごとに産業連関表を作成、公表しており、最新では平成29年(2017年)2月

に「平成23年青森県産業連関表」を公表しています。 

 

② 青森県産業連関表からみた県内生産額（原材料・燃料等の中間投入を含む） 
平成23年(2011年)に県内の各産業で生産された財貨・サービスの総額(県内生産額)は7兆6,110

億円で、平成17年(2005年)に比べ1,111億円(1.5％)増加しています。（表3-1-1） 

 ・費用構成(タテ方向)をみると、生産に用いられた原材料等の中間投入は3兆2,669億円(平成17

年(2005 年)比プラス5.1％)、生産額に占める割合を示す中間投入率は42.9％(同プラス1.5ポイ

ント)となっています。 

  また、労働力などの粗付加価値は4兆3,440億円(同マイナス1.1％)、生産額に占める割合を示

す粗付加価値率は57.1％(同マイナス1.5ポイント)となっています。 

・産出(販売先)構成(ヨコ方向)をみると、財貨・サービスの総需要は 10 兆 6,799 億円(同プラス

5.1％)となっています。 

また、生産用の原材料等としての中間需要が3兆2,669億円(同プラス5.1％)、消費・投資・移

輸出などの最終需要が7兆4,130億円(同プラス5.0％)、移輸入は3兆689億円(同プラス15.1％)

となっています。 

 

 

 

表3-1-1 平成23年(2011年)青森県産業連関表(３部門) 

 

 （注）四捨五入の関係で内訳は必ずしも合計と一致しない。 

 

③ 青森県産業連関表からみた産業別県内生産額 

県内生産額の産業別構成比をみると、最も割合が高いのはサービス(24.9％)となり、次いで製造

業(20.5％)、公務(10.1％)、商業(9.3％)、建設(8.8％)と続いています。(図3-1-1、表3-1-2) 

 製造業の内訳では、非鉄金属(5.7％)が最も高く、次いで飲食料品(5.1％)、業務用機械(1.5％)、

パルプ・紙・木製品及び鉄鋼(各1.4％)、電子部品(1.1％)と続いています。 

  産業別県内生産額の平成 17 年(2005 年)からの伸び率をみると、情報通信(20.5％)、製造業

(16.5％)、公務(9.9％)、畜産(9.3％)、サービス(6.4％)などがプラスとなっています。一方、鉱

業(△42.2％)、林業(△37.5％)、漁業(△32.6％)、金融・保険(△27.7％)、商業(△16.2％)、運輸・

郵便(△9.2％)などがマイナスとなっています。 

 製造業の内訳では、非鉄金属(303.8％)、輸送機械(122.8％)、石油・石炭製品(47.5％)、業務用

機械(39.6％)、繊維製品(17.7％)などがプラスとなっています。一方、情報・通信機器(△73.9％)、

パルプ・紙・木製品(△34.5％)、はん用機械(△33.3％)、電子部品(△28.7％)、窯業・土石製品(△

25.5％)、金属製品(△21.0％)などがマイナスとなっています。 

 

（単位：億円）

中　間　需　要 最　終　需　要

第 １ 次

産 業

第 ２ 次

産 業

第 ３ 次

産 業

内 生

部 門 計
消 費 投 資 移 輸 出

最 終

需 要 計

第 １ 次

産 業
387 1,690 117 2,195 378 74 2,314 2,766 4,960 -1,194 3,767

第 ２ 次

産 業
900 7,830 5,487 14,218 6,005 9,425 12,597 28,027 42,245 -18,452 23,793

第 ３ 次

産 業
602 4,462 11,193 16,257 34,320 1,758 7,259 43,337 59,594 -11,044 48,550

内生部門計 1,890 13,982 16,797 32,669 40,702 11,257 22,170 74,130 106,799 -30,689 76,110

雇用者所得 356 4,714 15,469 20,538

営 業 余 剰 909 1,162 7,354 9,425

資 本 減

耗 引 当
543 2,971 6,928 10,441

そ の 他 粗

付 加 価 値
70 964 2,003 3,036

粗付加価値

部 門 合 計
1,877 9,810 31,753 43,440

3,767 23,793 48,550 76,110県 内 生 産 額

需要合計 移 輸 入
県 内

生 産 額

中

間

投

入

粗

付

加

価

値

178 179



3 各種統計調査 

 

 ここでは、県企画政策部統計分析課が調査を実施し、平成29年(2017年)中に公表した統計調査

の結果の概要について、簡単に紹介します。 

 なお、内容の詳細については、各統計調査の報告書等をご覧ください。 

 

(1) 青森県産業連関表 

 青森県産業連関表は、本県において１年間に、産業、政府、家計などの経済主体が行った財貨・

サービスに関する取引を行列形式で一覧表にしたものです。 

 産業連関表を部門ごとにタテ(列)方向に見ると、その部門の財貨・サービスの県内生産額とその

生産に用いられた原材料等や労働力などの投入費用構成がわかります。 
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 産業連関表は、経済構造分析、経済施策の波及効果分析、経済の将来予測等に利用されています。 

 

① 平成23年青森県産業連関表の作成 

本県では、昭和39年(1964 年)に「昭和35年青森県産業連関表」を公表して以降、全国産業連

関表に準じて概ね5年ごとに産業連関表を作成、公表しており、最新では平成29年(2017年)2月

に「平成23年青森県産業連関表」を公表しています。 

 

② 青森県産業連関表からみた県内生産額（原材料・燃料等の中間投入を含む） 
平成23年(2011年)に県内の各産業で生産された財貨・サービスの総額(県内生産額)は7兆6,110

億円で、平成17年(2005年)に比べ1,111億円(1.5％)増加しています。（表3-1-1） 

 ・費用構成(タテ方向)をみると、生産に用いられた原材料等の中間投入は3兆2,669億円(平成17

年(2005 年)比プラス5.1％)、生産額に占める割合を示す中間投入率は42.9％(同プラス1.5ポイ

ント)となっています。 

  また、労働力などの粗付加価値は4兆3,440億円(同マイナス1.1％)、生産額に占める割合を示
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・産出(販売先)構成(ヨコ方向)をみると、財貨・サービスの総需要は 10 兆 6,799 億円(同プラス
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輸出などの最終需要が7兆4,130億円(同プラス5.0％)、移輸入は3兆689億円(同プラス15.1％)

となっています。 

 

 

 

表3-1-1 平成23年(2011年)青森県産業連関表(３部門) 

 

 （注）四捨五入の関係で内訳は必ずしも合計と一致しない。 
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 図3-1-1 産業別生産額の構成 

 

 

 表3-1-2 産業別県内生産額 

 

農
業

畜産
林業

漁業
鉱業

製造業 建設

電力・ガス・水道

商業

金融・保険
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産

運輸・郵便
情報通信

公務 サービス

分類不明
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平成23年

平成17年

農業 畜産 林業 漁業

鉱業 製造業 建設 電力・ガス・水道

商業 金融・保険 不動産 運輸・郵便

情報通信 公務 サービス 分類不明

伸び率（％） 寄与度（％）
平成１７年 平成２３年 平成１７年 平成２３年 17年／23年 17年／23年

産業計 74,999 76,110 100.0 100.0 1.5 1.48
農業 2,374 2,329 3.2 3.1 -1.9 -0.06
畜産 796 870 1.1 1.1 9.3 0.10
林業 232 145 0.3 0.2 -37.5 -0.12
漁業 629 424 0.8 0.6 -32.6 -0.27
鉱業 287 166 0.4 0.2 -42.2 -0.16
製造業 13,368 15,580 17.8 20.5 16.5 2.95
飲食料品 4,124 3,918 5.5 5.1 -5.0 -0.27
繊維製品 401 472 0.5 0.6 17.7 0.09
パルプ・紙・木製品 1,678 1,099 2.2 1.4 -34.5 -0.77
化学製品 316 253 0.4 0.3 -19.9 -0.08
石油・石炭製品 40 59 0.1 0.1 47.5 0.03
プラスチック・ゴム 153 136 0.2 0.2 -11.1 -0.02
窯業・土石製品 412 307 0.5 0.4 -25.5 -0.14
鉄鋼 1,119 1,092 1.5 1.4 -2.4 -0.04
非鉄金属 1,074 4,337 1.4 5.7 303.8 4.35
金属製品 386 305 0.5 0.4 -21.0 -0.11
はん用機械 39 26 0.1 0.0 -33.3 -0.02
生産用機械 465 385 0.6 0.5 -17.2 -0.11
業務用機械 818 1,142 1.1 1.5 39.6 0.43
電子部品 1,141 814 1.5 1.1 -28.7 -0.44
電気機械 375 429 0.5 0.6 14.4 0.07
情報・通信機器 241 63 0.3 0.1 -73.9 -0.24
輸送機械 162 361 0.2 0.5 122.8 0.27
その他の製造工業製品 297 259 0.4 0.3 -12.8 -0.05
事務用品 126 123 0.2 0.2 -2.4 0.00

建設 6,629 6,665 8.8 8.8 0.5 0.05
電力・ガス・水道 1,884 1,809 2.5 2.4 -4.0 -0.10
商業 8,438 7,068 11.3 9.3 -16.2 -1.83
金融・保険 3,201 2,314 4.3 3.0 -27.7 -1.18
不動産 5,430 5,107 7.2 6.7 -5.9 -0.43
運輸・郵便 4,397 3,993 5.9 5.2 -9.2 -0.54
情報通信 2,101 2,531 2.8 3.3 20.5 0.57
公務 7,005 7,699 9.3 10.1 9.9 0.93
サービス 17,809 18,942 23.7 24.9 6.4 1.51
分類不明 420 469 0.6 0.6 11.7 0.07

第1次産業 4,031 3,767 5.4 4.9 -6.5 -0.35

第2次産業 21,711 23,793 28.9 31.3 9.6 2.78
第3次産業 49,258 48,550 65.7 63.8 -1.4 -0.94

（
再

掲

）

実額（億円） 構成比（％）

④ 青森県産業連関表からみた県際収支 

平成23年(2011年)の移輸出額は2兆2,170億円、移輸入額は3兆689億円となり、8,519億 
の移輸入超過(県際収支マイナス)となっています。(表3-1-3) 
   なお、移輸入超過額は平成17年(2005年)の6,911億円と比べ、1,608億円増加しています。 

  産業別に県際収支(移輸出額－移輸入額)をみると、農業(1,039億円)、畜産(86億円)、運輸・郵

便(60億円)で移輸出超過となっています。一方、製造業(△5,081億円)、サービス(△1,504億円)、

情報通信(△1,122 億円)、商業(△620 億円）、電力・ガス・水道(△526 億円)などで移輸入超過と

なっています。 

  製造業の内訳をみると、非鉄金属(2,690 億円)、鉄鋼(417 億円)、業務用機械(351 億円)、電子

部品(282億円)などで移輸出超過となっています。一方、石油・石炭製品(△2,258億円)、化学製

品(△1,444 億円)、輸送機械(△861 億円)、情報・通信機器(△715 億円)などで移輸入超過となっ

ています。 

 表3-1-3 移輸出と移輸入 

 

移輸出
（Ａ）

移輸入
（Ｂ）

県際収支
（Ａ）－（Ｂ）

（億円） （億円） （億円）

産業計 22,170 30,689 -8,519
農業 1,629 590 1,039
畜産 320 234 86
林業 51 23 28
漁業 314 347 -33
鉱業 96 343 -247
製造業 12,500 17,581 -5,081

飲食料品 2,639 2,878 -239
繊維製品 437 580 -143
パルプ・紙・木製品 728 677 51
化学製品 219 1,663 -1,444
石油・石炭製品 2 2,260 -2,258
プラスチック・ゴム 44 462 -418
窯業・土石製品 85 287 -202
鉄鋼 1,015 598 417
非鉄金属 4,334 1,644 2,690
金属製品 159 635 -476
はん用機械 22 607 -585
生産用機械 280 617 -337
業務用機械 1,071 720 351
電子部品 634 352 282
電気機械 367 958 -591
情報・通信機器 63 778 -715
輸送機械 330 1,191 -861
その他の製造工業製品 69 673 -604
事務用品 0 0 0

建設 0 0 0
電力・ガス・水道 2 528 -526
商業 4,389 5,009 -620
金融・保険 109 561 -452
不動産 0 145 -145
運輸・郵便 1,607 1,547 60
情報通信 520 1,642 -1,122
公務 0 0 0
サービス 635 2,139 -1,504
分類不明 0 1 -1

第1次産業 2,314 1,194 1,120

第2次産業 12,597 18,452 -5,855
第3次産業 7,259 11,044 -3,785

（
再

掲

）
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 図3-1-1 産業別生産額の構成 
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産業計 22,170 30,689 -8,519
農業 1,629 590 1,039
畜産 320 234 86
林業 51 23 28
漁業 314 347 -33
鉱業 96 343 -247
製造業 12,500 17,581 -5,081

飲食料品 2,639 2,878 -239
繊維製品 437 580 -143
パルプ・紙・木製品 728 677 51
化学製品 219 1,663 -1,444
石油・石炭製品 2 2,260 -2,258
プラスチック・ゴム 44 462 -418
窯業・土石製品 85 287 -202
鉄鋼 1,015 598 417
非鉄金属 4,334 1,644 2,690
金属製品 159 635 -476
はん用機械 22 607 -585
生産用機械 280 617 -337
業務用機械 1,071 720 351
電子部品 634 352 282
電気機械 367 958 -591
情報・通信機器 63 778 -715
輸送機械 330 1,191 -861
その他の製造工業製品 69 673 -604
事務用品 0 0 0

建設 0 0 0
電力・ガス・水道 2 528 -526
商業 4,389 5,009 -620
金融・保険 109 561 -452
不動産 0 145 -145
運輸・郵便 1,607 1,547 60
情報通信 520 1,642 -1,122
公務 0 0 0
サービス 635 2,139 -1,504
分類不明 0 1 -1

第1次産業 2,314 1,194 1,120

第2次産業 12,597 18,452 -5,855
第3次産業 7,259 11,044 -3,785

（
再

掲

）
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⑤ 青森県産業連関表からみた生産波及の大きさ 

平成23年(2011年)の逆行列係数表�I	- �I	-	 ���A�‐1 型 から、ある産業に最終需要が1単位生じ

た場合の生産波及の大きさをみると、全産業平均では 1.2913 倍となり、平成 17 年(2005 年)の

1.3267倍と比べて0.0354ポイント(2.7％)減少しています。(表3-1-4) 

  産業別にみると、飲食料品(1.4970倍)、畜産(1.4892倍)、鉱業(1.4319倍)、パルプ・紙・木製

品(1.4281倍)、事務用品(1.4265倍)、水道(1.4224倍)、電力・ガス・熱供給(1.4215倍)などが、

全産業平均より大きくなっています。一方、非鉄金属(1.1262倍)、漁業(1.1752倍)、不動産(1.1843

倍)、輸送機械(1,1849 倍)、廃棄物処理(1.1879 倍)、石油・石炭製品(1.1946 倍)、対事業所サー

ビス(1.1975倍)などが、全産業平均より小さくなっています。 

  

 表3-1-4 逆行列係数表(列和)  �I	- �I	-	 �� �A�‐1 型 

 

 

用語の解説 

  逆行列係数 

    ある産業に対する需要が生じた場合、各産業がどれくらい生産を行う必要があるかを係数として表している

もの。 

 

平成17年 平成23年 平成17年 平成23年

農業 1.2732 1.2166 輸送機械 1.2382 1.1849

畜産 1.4988 1.4892 その他の製造工業製品 1.3065 1.2766

林業 1.3124 1.3293 建設 1.3308 1.2802

漁業 1.1887 1.1752 電力・ガス・熱供給 1.3340 1.4215

鉱業 1.5038 1.4319 水道 1.4372 1.4224

飲食料品 1.5467 1.4970 廃棄物処理 1.2295 1.1879

繊維製品 1.2505 1.2181 商業 1.2753 1.2379

パルプ・紙・木製品 1.5465 1.4281 金融・保険 1.3229 1.2511

化学製品 1.3006 1.2678 不動産 1.1326 1.1843

石油・石炭製品 1.3416 1.1946 運輸・郵便 1.3447 1.3046

プラスチック・ゴム 1.2113 1.2066 情報通信 1.3291 1.3432

窯業・土石製品 1.4987 1.3570 公務 1.1751 1.2466

鉄鋼 1.3176 1.3266 教育・研究 1.1769 1.2047

非鉄金属 1.1565 1.1262 医療・福祉 1.2267 1.2168

金属製品 1.2420 1.2021 その他の非営利団体サービス 1.2542 1.3130

はん用機械 1.2305 1.2716 対事業所サービス 1.2266 1.1975

生産用機械 1.3054 1.2134 対個人サービス 1.3203 1.2844

業務用機械 1.1642 1.2488 事務用品 1.5552 1.4265

電子部品 1.2583 1.3065 分類不明 2.1968 1.5458

電気機械 1.2626 1.2700 全産業平均 1.3267 1.2913

情報・通信機器 1.2466 1.3464

（注）40部門表による。

 (2) 国勢調査(就業状態等基本集計結果、従業地・通学地による人口・就業状態等集計結果、世

帯構造等基本集計結果) 

 国勢調査は、日本に住んでいるすべての人及び世帯を対象とする国の最も重要な統計調査で、国

内の人口や世帯の実態を明らかにするため、5 年ごとに行われます。国勢調査から得られる様々な

統計は、国や地方公共団体で広く利用されることはもとより、民間企業や研究機関などでも経営や

研究などの基礎データとして幅広く利用されています。また、国勢調査の結果は、将来人口推計や

国民経済計算(ＳＮＡ)などのほかの統計を作成するための最も基礎となるデータとして用いられて

います。 

 ここでは、平成27年国勢調査の集計結果のうち、平成29年(2017年)に公表した就業状態等基本

集計結果、従業地・通学地による人口・就業状態等集計結果、世帯構造等基本集計結果の概要を紹

介します。 

 

① 労働力人口 

15 歳以上人口(1,148,807 人)のうち、労働力人口は 661,082 人で、労働力率(労働力人口の割

合)は 58.7％となっており、平成22 年(2010 年)と比べると0.7 ポイント低下しました。労働力

人口、労働力率とも、平成12年(2000年)以降、一貫して減少しています。 

男女別にみると、男性の労働力人口は361,868人で、15歳以上人口に占める労働力率は69.5％、

女性の労働力人口は299,214人で、15歳以上人口に占める労働力率は49.5％となっており、平成

22年(2010年)と比べると、男性が2.2ポイント低下しているのに対し、女性が0.6ポイント上昇

しています。(表3-2-1) 

 

男女別労働力率を年齢5歳階級別にみると、男性は25歳から59歳までの各年齢階級で90％

以上と高くなっています。一方、女性は、25歳から49歳までの年齢階級で80％を超えるなど、

各年齢階級で労働力率が上昇しています。 

  また、20歳から24歳では、男女とも、労働力率が平成12年(2000年)から一貫して低下して

います。 

65歳以上では平成22年(2010年)から、男性は労働力人口が43,628人から53,578人に増加し、

労働力率は31.3％から34.2％に上昇、女性は労働力人口が3,0697 人から 39,366 人に増加し、

労働力率は14.6％から17.2％に上昇しています。(図3-2-1) 

 総数１） 労働力人口 非労働力人口
平成12年（2000年） 1,251,760 771,302 472,373 62.0 -
　    17年（2005年） 1,237,418 748,122 475,552 61.1 -0.9
　    22年（2010年） 1,196,355 702,668 479,058 59.5 -1.7
　    27年（2015年） 1,148,807 661,082 464,278 58.7 -0.7
平成12年（2000年） 588,420 439,845 143,941 75.3 -
　    17年（2005年） 577,480 421,605 147,707 74.1 -1.3
　    22年（2010年） 555,524 393,268 155,074 71.7 -2.3
　    27年（2015年） 532,633 361,868 158,846 69.5 -2.2
平成12年（2000年） 663,340 331,457 328,432 50.2 -
　    17年（2005年） 659,938 326,517 327,845 49.9 -0.3
　    22年（2010年） 640,831 309,400 323,984 48.8 -1.0
　    27年（2015年） 616,174 299,214 305,432 49.5 0.6

資料）総務省統計局「国勢調査」
１）　総数には労働力状態「不詳」を含む。

表3-2-1　労働力状態、男女別15歳以上人口の推移（平成12年～平成27年）

男女、年次

総
数

男

２）　労働力率は、15歳以上人口(労働力状態「不詳」を除く。)に占める労働力人口(就業者＋完全失業者)の
　 割合をいう。

女

実数（人） 労働力率
（％）２）

前回との差
（ポイント）
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⑤ 青森県産業連関表からみた生産波及の大きさ 

平成23年(2011年)の逆行列係数表�I	- �I	-	 ���A�‐1 型 から、ある産業に最終需要が1単位生じ

た場合の生産波及の大きさをみると、全産業平均では 1.2913 倍となり、平成 17 年(2005 年)の

1.3267倍と比べて0.0354ポイント(2.7％)減少しています。(表3-1-4) 

  産業別にみると、飲食料品(1.4970倍)、畜産(1.4892倍)、鉱業(1.4319倍)、パルプ・紙・木製

品(1.4281倍)、事務用品(1.4265倍)、水道(1.4224倍)、電力・ガス・熱供給(1.4215倍)などが、

全産業平均より大きくなっています。一方、非鉄金属(1.1262倍)、漁業(1.1752倍)、不動産(1.1843

倍)、輸送機械(1,1849 倍)、廃棄物処理(1.1879 倍)、石油・石炭製品(1.1946 倍)、対事業所サー

ビス(1.1975倍)などが、全産業平均より小さくなっています。 

  

 表3-1-4 逆行列係数表(列和)  �I	- �I	-	 �� �A�‐1 型 

 

 

用語の解説 

  逆行列係数 

    ある産業に対する需要が生じた場合、各産業がどれくらい生産を行う必要があるかを係数として表している

もの。 

 

平成17年 平成23年 平成17年 平成23年

農業 1.2732 1.2166 輸送機械 1.2382 1.1849

畜産 1.4988 1.4892 その他の製造工業製品 1.3065 1.2766

林業 1.3124 1.3293 建設 1.3308 1.2802

漁業 1.1887 1.1752 電力・ガス・熱供給 1.3340 1.4215

鉱業 1.5038 1.4319 水道 1.4372 1.4224

飲食料品 1.5467 1.4970 廃棄物処理 1.2295 1.1879

繊維製品 1.2505 1.2181 商業 1.2753 1.2379

パルプ・紙・木製品 1.5465 1.4281 金融・保険 1.3229 1.2511

化学製品 1.3006 1.2678 不動産 1.1326 1.1843

石油・石炭製品 1.3416 1.1946 運輸・郵便 1.3447 1.3046

プラスチック・ゴム 1.2113 1.2066 情報通信 1.3291 1.3432

窯業・土石製品 1.4987 1.3570 公務 1.1751 1.2466

鉄鋼 1.3176 1.3266 教育・研究 1.1769 1.2047

非鉄金属 1.1565 1.1262 医療・福祉 1.2267 1.2168

金属製品 1.2420 1.2021 その他の非営利団体サービス 1.2542 1.3130

はん用機械 1.2305 1.2716 対事業所サービス 1.2266 1.1975

生産用機械 1.3054 1.2134 対個人サービス 1.3203 1.2844

業務用機械 1.1642 1.2488 事務用品 1.5552 1.4265

電子部品 1.2583 1.3065 分類不明 2.1968 1.5458

電気機械 1.2626 1.2700 全産業平均 1.3267 1.2913

情報・通信機器 1.2466 1.3464

（注）40部門表による。

 (2) 国勢調査(就業状態等基本集計結果、従業地・通学地による人口・就業状態等集計結果、世

帯構造等基本集計結果) 

 国勢調査は、日本に住んでいるすべての人及び世帯を対象とする国の最も重要な統計調査で、国

内の人口や世帯の実態を明らかにするため、5 年ごとに行われます。国勢調査から得られる様々な

統計は、国や地方公共団体で広く利用されることはもとより、民間企業や研究機関などでも経営や

研究などの基礎データとして幅広く利用されています。また、国勢調査の結果は、将来人口推計や

国民経済計算(ＳＮＡ)などのほかの統計を作成するための最も基礎となるデータとして用いられて

います。 

 ここでは、平成27年国勢調査の集計結果のうち、平成29年(2017年)に公表した就業状態等基本

集計結果、従業地・通学地による人口・就業状態等集計結果、世帯構造等基本集計結果の概要を紹

介します。 

 

① 労働力人口 

15 歳以上人口(1,148,807 人)のうち、労働力人口は 661,082 人で、労働力率(労働力人口の割

合)は 58.7％となっており、平成22 年(2010 年)と比べると0.7 ポイント低下しました。労働力

人口、労働力率とも、平成12年(2000年)以降、一貫して減少しています。 

男女別にみると、男性の労働力人口は361,868人で、15歳以上人口に占める労働力率は69.5％、

女性の労働力人口は299,214人で、15歳以上人口に占める労働力率は49.5％となっており、平成

22年(2010年)と比べると、男性が2.2ポイント低下しているのに対し、女性が0.6ポイント上昇

しています。(表3-2-1) 

 

男女別労働力率を年齢5歳階級別にみると、男性は25歳から59歳までの各年齢階級で90％

以上と高くなっています。一方、女性は、25歳から49歳までの年齢階級で80％を超えるなど、

各年齢階級で労働力率が上昇しています。 

  また、20歳から24歳では、男女とも、労働力率が平成12年(2000年)から一貫して低下して

います。 

65歳以上では平成22年(2010年)から、男性は労働力人口が43,628人から53,578人に増加し、

労働力率は31.3％から34.2％に上昇、女性は労働力人口が3,0697 人から 39,366 人に増加し、

労働力率は14.6％から17.2％に上昇しています。(図3-2-1) 

 総数１） 労働力人口 非労働力人口
平成12年（2000年） 1,251,760 771,302 472,373 62.0 -
　    17年（2005年） 1,237,418 748,122 475,552 61.1 -0.9
　    22年（2010年） 1,196,355 702,668 479,058 59.5 -1.7
　    27年（2015年） 1,148,807 661,082 464,278 58.7 -0.7
平成12年（2000年） 588,420 439,845 143,941 75.3 -
　    17年（2005年） 577,480 421,605 147,707 74.1 -1.3
　    22年（2010年） 555,524 393,268 155,074 71.7 -2.3
　    27年（2015年） 532,633 361,868 158,846 69.5 -2.2
平成12年（2000年） 663,340 331,457 328,432 50.2 -
　    17年（2005年） 659,938 326,517 327,845 49.9 -0.3
　    22年（2010年） 640,831 309,400 323,984 48.8 -1.0
　    27年（2015年） 616,174 299,214 305,432 49.5 0.6

資料）総務省統計局「国勢調査」
１）　総数には労働力状態「不詳」を含む。

表3-2-1　労働力状態、男女別15歳以上人口の推移（平成12年～平成27年）

男女、年次

総
数

男

２）　労働力率は、15歳以上人口(労働力状態「不詳」を除く。)に占める労働力人口(就業者＋完全失業者)の
　 割合をいう。
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実数（人） 労働力率
（％）２）

前回との差
（ポイント）
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図3-2-1 年齢(5 歳階級)、男女別労働力率（平成27 年） 

 

   夫婦(303,778 組)の労働力状態について、ともに就業者の夫婦(とも働き夫婦)は 149,774 組

で、全体の49.9％を占めており、平成22年(2010年)の46.6％から、3.3ポイント上昇しまし

た。 

一方、夫が就業者で妻が非労働力人口の夫婦は61,272組で、20.4％を占め、平成12年(2000

年)から減少し続けています。また、夫婦ともに非労働力人口は68,957組で、23.0％を占め、

平成12年(2000年)から増加し続けています。(図3-2-2) 

 

② 産業別就業者 

産業大分類別の 15 歳以上就業者(625,970 人)に対する割合をみると、「卸売業、小売業」が

97,079人(平成22年(2010年)から7,478人減)15.5％と最も高く、次いで「医療、福祉」が83,632

人(同8,500人増)で13.4％、「農業、林業、漁業」が75,300人(同5,742人減)12.0％などとなっ

ています。 

平成22年(2010年)と比べると、「医療、福祉」が11.7％から13.4％へ1.7ポイント上昇して

おり、次いで「サービス業(他に分類されないもの)」が5.5％から5.8％へ0.3ポイントの上昇な

どとなっています。 

一方、「卸売業、小売業」が16.3％から15.5％へ0.8ポイント低下しており、次いで「農業、

林業、漁業」が12.7％から12.0％へ0.7ポイントの低下などとなっています。(図3-2-3) 
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図3-2-2 夫婦の就業・非就業別15歳以上就業者（平成12年～平成27年）

夫が就業者

妻が就業者

夫が就業者

妻が非労働力人口

夫が非労働力人口

妻が非労働力人口

その他

(%)

資料）総務省統計局「国勢調査」

 

③ 職業別就業者 

15歳以上就業者（625,970人）について、職業大分類別にみると、「事務従事者」が96,094人(平

成22年(2010年)から3,023人増)で15.4％と最も高く、次いで「専門的・技術的職業従事者」が
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から11.5％へ0.7ポイント、「生産工程従事者」が12.2％から11.8％へ0.4ポイントの低下とな

っています。(図3-2-4) 
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図3-2-1 年齢(5 歳階級)、男女別労働力率（平成27 年） 
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④ 従業地・通学地別人口 

青森県の総人口に占める従業地・通学地別の割合をみると、「自市町村」が49.3％、「県内他市

町村」が10.1％、「従業も通学もしていない」が39.7％となっています。 

平成22年(2010年)と比べると、「自市町村」が0.5ポイント低下、「県内他市町村」が0.5ポ

イントの上昇、「県外」が0.3ポイントの上昇となり、従業又は通学をする者は上昇となっていま

す。一方、「従業も通学もしていない」は0.6ポイント低下しました。(図3-2-5) 

 

⑤ 市町村別昼夜間人口 

昼間人口を市町村別にみると、青森市が291,843人と最も多く、次いで、八戸市が241,823人、

弘前市が190,230人などとなっています。 

昼夜間人口比率(夜間人口100人当たりの昼間人口)をみると、六ヶ所村が150.7と最も高く、

次いで、大間町が107.7、弘前市が107.2となっており、県内10市町村で昼間人口が夜間人口を

上回っています。 

一方、階上町が75.5と最も低く、次いで、田舎館村が80.9、大鰐町が81.4となっており、県

内30市町村で昼間人口が夜間人口を下回っています。(図3-2-6) 

 (注)昼間人口(従業地・通学地による人口)は、従業地・通学地集計の結果を用いて算出された人口をいいます。 

    「例：Ａ市の昼間人口の算出方法」 

     Ａ市の昼間人口 ＝ Ａ市の夜間人口 － Ａ市からの流出人口(Ａ市から他市への通勤・通学者数) 

＋ Ａ市への流入人口(他市からＡ市への通勤・通学者数) 

   なお、夜間人口(常住地による人口)は、調査時に調査の地域に常住している人口をいいます。 
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⑥ 世帯の種類・家族類型 

平成27年国勢調査による10月１日現在の本県の確定した世帯数は、510,945 世帯となってい

ます。 

世帯の種類別にみると、一般世帯数は509,241世帯、施設等の世帯数は1,704世帯となってい

ます。 

一般世帯数を世帯の家族類型別にみると、「単独世帯」(世帯人員が１人の世帯)は153,443世帯

(一般世帯の 30.1％)、「夫婦と子供から成る世帯」は 115,655 世帯(同 22.7％)、「夫婦のみの世

帯」は97,929世帯(同19.2％)，「ひとり親と子供から成る世帯」は57,657世帯(同11.3％)など

となっています。 

平成22年(2010年)と比べると、「単独世帯」は8.8％増となっており、一般世帯に占める割合

は27.6％から 30.1％に上昇しています。また、「ひとり親と子供から成る世帯」は1.2％増とな

っており，一般世帯に占める割合は11.1％から11.3％に上昇しています。(図3-2-7） 

 

(％)

101
 99

六ヶ所村

150.7

横浜町

100.2

大間町
107.7

三沢市
103.7

八戸市

104.6

十和田市
100.2

青森市

101.5

弘前市
107.2

外ヶ浜町

100.0

五所川原市
101.2

図3-2-6 市町村別昼夜間人口比率（平成27年）

資料）総務省統計局「国勢調査」

30.1 

27.6 

25.4 

24.1 

19.2 

18.6 

18.2 

17.5 

22.7 

23.9 

25.7 

27.4 

11.3 

11.1 

10.3 

9.3 

16.3 

18.7 

20.4 

21.7 

0 20 40 60 80 100

27年

22

17

H12

図3-2-7 一般世帯の家族類型別割合の推移（平成12年～27年）

単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子供から成る世帯 ひとり親と子供から成る世帯 その他の世帯

（％）

核家族世帯
資料）総務省統計局「国勢調査」

186 187



④ 従業地・通学地別人口 

青森県の総人口に占める従業地・通学地別の割合をみると、「自市町村」が49.3％、「県内他市

町村」が10.1％、「従業も通学もしていない」が39.7％となっています。 

平成22年(2010年)と比べると、「自市町村」が0.5ポイント低下、「県内他市町村」が0.5ポ

イントの上昇、「県外」が0.3ポイントの上昇となり、従業又は通学をする者は上昇となっていま

す。一方、「従業も通学もしていない」は0.6ポイント低下しました。(図3-2-5) 

 

⑤ 市町村別昼夜間人口 

昼間人口を市町村別にみると、青森市が291,843人と最も多く、次いで、八戸市が241,823人、

弘前市が190,230人などとなっています。 

昼夜間人口比率(夜間人口100人当たりの昼間人口)をみると、六ヶ所村が150.7と最も高く、

次いで、大間町が107.7、弘前市が107.2となっており、県内10市町村で昼間人口が夜間人口を

上回っています。 

一方、階上町が75.5と最も低く、次いで、田舎館村が80.9、大鰐町が81.4となっており、県

内30市町村で昼間人口が夜間人口を下回っています。(図3-2-6) 

 (注)昼間人口(従業地・通学地による人口)は、従業地・通学地集計の結果を用いて算出された人口をいいます。 

    「例：Ａ市の昼間人口の算出方法」 

     Ａ市の昼間人口 ＝ Ａ市の夜間人口 － Ａ市からの流出人口(Ａ市から他市への通勤・通学者数) 

＋ Ａ市への流入人口(他市からＡ市への通勤・通学者数) 

   なお、夜間人口(常住地による人口)は、調査時に調査の地域に常住している人口をいいます。 

8.0 

8.3 

9.5 

41.3 

41.5 

42.0 

10.1 

9.6 

9.5 

0.7 

0.4 

0.5 

39.7 

40.3 

38.4 

0 20 40 60 80 100

27年

22

H17
１）

図3-2-5 従業地・通学地別人口の割合（平成17年～平成27年）

自宅で従業 自宅外で従業 県内他市町村で従業 他県で従業 従業も通学もしていない

(％)

１）年齢不詳を除く。

自市町村

資料）総務省統計局「国勢調査」

 

 

⑥ 世帯の種類・家族類型 

平成27年国勢調査による10月１日現在の本県の確定した世帯数は、510,945 世帯となってい

ます。 

世帯の種類別にみると、一般世帯数は509,241世帯、施設等の世帯数は1,704世帯となってい

ます。 

一般世帯数を世帯の家族類型別にみると、「単独世帯」(世帯人員が１人の世帯)は153,443世帯

(一般世帯の 30.1％)、「夫婦と子供から成る世帯」は 115,655 世帯(同 22.7％)、「夫婦のみの世

帯」は97,929世帯(同19.2％)，「ひとり親と子供から成る世帯」は57,657世帯(同11.3％)など

となっています。 

平成22年(2010年)と比べると、「単独世帯」は8.8％増となっており、一般世帯に占める割合

は27.6％から 30.1％に上昇しています。また、「ひとり親と子供から成る世帯」は1.2％増とな

っており，一般世帯に占める割合は11.1％から11.3％に上昇しています。(図3-2-7） 

 

(％)

101
 99

六ヶ所村

150.7

横浜町

100.2

大間町
107.7

三沢市
103.7

八戸市

104.6

十和田市
100.2

青森市

101.5

弘前市
107.2

外ヶ浜町

100.0

五所川原市
101.2

図3-2-6 市町村別昼夜間人口比率（平成27年）

資料）総務省統計局「国勢調査」

30.1 

27.6 

25.4 

24.1 

19.2 

18.6 

18.2 

17.5 

22.7 

23.9 

25.7 

27.4 

11.3 

11.1 

10.3 

9.3 

16.3 

18.7 

20.4 

21.7 

0 20 40 60 80 100

27年

22

17

H12

図3-2-7 一般世帯の家族類型別割合の推移（平成12年～27年）

単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子供から成る世帯 ひとり親と子供から成る世帯 その他の世帯

（％）

核家族世帯
資料）総務省統計局「国勢調査」

186 187



世帯の家族類型のうち、「単独世帯」の世帯人員を男女、年齢10歳階級別に平成12年(2000年)

以降についてみると、12年(2000年)において最も割合が高かった20～29歳は、男女とも一貫し

て減少(平成22年(2010年)と比べると、男性は1.4ポイント低下、女性は1.2ポイント低下)し

ています。 

一方、60歳以上の単独世帯は平成12年(2000年)から男女とも一貫して増加しており、平成27

年(2015年)には、男性36.9％、女性63.2％となっています。(図3-2-8～9) 

 

 

 

⑦ 母子世帯・父子世帯の状況 

母子世帯は、9,415 世帯で、一般世帯(509,241 世帯)の 1.8％、平成22 年調査より、1,175 世

帯、11.1％の減少となっています。母子世帯(他の世帯員がいる世帯を含む)は15,103世帯で、平

成22年調査より、1,738世帯の減少となっています。 

父子世帯は、973世帯、一般世帯の0.2％、平成22年調査より、86世帯、8.1％の減少となっ

ています。父子世帯（他の世帯員が居る世帯を含む）は、2,820世帯で、平成22年調査より、548

世帯の減少となっています。(表3-2-2) 
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資料）総務省統計局「国勢調査」

一般世帯数
（世帯）

母子、父子
世帯数（世帯）

母子、父子
世帯割合（％）

母子、父子世帯数
（他の世帯員がいる世帯を
含む）※（世帯）

母子、父子世帯割合
（他の世帯員がいる世帯を
含む）※（％）

平成12年(2000年) 504,373 8,963 1.8 13,271 2.6

　　　17年(2005年) 509,107 10,268 2.0 15,972 3.1

　　　22年(2010年) 511,427 10,590 2.1 16,841 3.3

　　　27年(2015年) 509,241 9,415 1.8 15,103 3.0

平成12年(2000年) 504,373 1,109 0.2 3,405 0.7

　　　17年(2005年) 509,107 997 0.2 3,469 0.7

　　　22年(2010年) 511,427 1,059 0.2 3,368 0.7

　　　27年(2015年) 509,241 973 0.2 2,820 0.6

資料）総務省統計局「国勢調査」
※　平成12年及び17年の数値は、新分類区分による遡及集計結果による。
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子
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帯

表3-2-2　母子、父子世帯数及び割合の推移－青森県（平成12年～27年）

(3) 社会生活基本調査 

 社会生活基本調査は、国民の生活時間の配分及び自由時間における主な活動について調査し、仕

事や家庭生活に費やされる時間、地域活動等へのかかわりなど、国民の社会生活の実態を明らかに

し、各種行政施策の基礎資料を得ることを目的とするもので、昭和51年(1976 年)の第1回調査以

来5年ごとに実施され、直近の調査は9回目に当たり、平成28年(2016年)に行われました。 

調査結果は、1 日の生活時間の配分と自由時間における主な活動とに分けて集計・公表され、仕

事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進や高齢社会対策、少子化対策、男女共同参画社

会の形成など、国民の豊かな社会生活に関する国や地方公共団体における様々な行政施策の立案等

に用いる基礎資料として利用されます。 

 

① 生活時間 

本県に住んでいる10歳以上の人について、1日の生活時間(週全体平均。以下「週全体」という。)

は、睡眠や身の回りの用事、食事といった、生理的に必要な活動である1次活動は658分(10時間

58分)、仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動である2次活動は399分(6時

間39分)、1次活動、2次活動以外で各人が自由に使える時間における活動である3次活動は382分

(6時間22分)となっています。 

平成23年(2011 年)と比べると、睡眠や食事などの1次活動は1分の増加、仕事や家事などの2

次活動は9分の増加、自由時間などの3次活動は10分の減少となっており、男女別にみると、男性

は、1次活動は変わらず、2次活動が6分の減少、3次活動は7分の増加、女性は、1次活動は3分

の増加、2次活動が21分の増加、3次活動が25分の減少となっています。(表3-3-1) 

 

表3-3-1 男女、行動の種類別生活時間－週全体 

 

 

15歳以上について、生活時間を年齢階級別にみると、1次活動の時間は、男女ともに75歳以上が

最も長く、男性は40～44歳、女性は50～54歳が最も短くなっています。2次活動の時間は、男女

とも40～44歳が最も長くなっており、男女ともに75歳以上が最も短くなっています。3次活動の

時間は、男性は70歳～74歳、女性は75歳以上が最も長く、男性では40～44歳、女性では40～44

平成28年 平成23年 増減 平成28年 平成23年 増減 平成28年 平成23年 増減

1次活動（※1） 10時間58分 10時間57分 1分 10時間52分 10時間52分 0分 11時間04分 11時間01分 3分

2次活動（※2） 6時間39分 6時間30分 9分 6時間17分 6時間23分 -6分 6時間59分 6時間38分 21分

3次活動（※3） 6時間22分 6時間32分 -10分 6時間51分 6時間44分 7分 5時間57分 6時間22分 -25分

　　　　（※2）仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動
　　　　（※3）1次活動、2次活動以外で各人が自由に使える時間における活動

総数 男 女

資料）総務省「社会生活基本調査」
　　　　（※1）睡眠、食事など生理的に必要な活動
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世帯の家族類型のうち、「単独世帯」の世帯人員を男女、年齢10歳階級別に平成12年(2000年)

以降についてみると、12年(2000年)において最も割合が高かった20～29歳は、男女とも一貫し

て減少(平成22年(2010年)と比べると、男性は1.4ポイント低下、女性は1.2ポイント低下)し

ています。 

一方、60歳以上の単独世帯は平成12年(2000年)から男女とも一貫して増加しており、平成27

年(2015年)には、男性36.9％、女性63.2％となっています。(図3-2-8～9) 

 

 

 

⑦ 母子世帯・父子世帯の状況 

母子世帯は、9,415 世帯で、一般世帯(509,241 世帯)の 1.8％、平成22 年調査より、1,175 世

帯、11.1％の減少となっています。母子世帯(他の世帯員がいる世帯を含む)は15,103世帯で、平

成22年調査より、1,738世帯の減少となっています。 

父子世帯は、973世帯、一般世帯の0.2％、平成22年調査より、86世帯、8.1％の減少となっ

ています。父子世帯（他の世帯員が居る世帯を含む）は、2,820世帯で、平成22年調査より、548

世帯の減少となっています。(表3-2-2) 
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資料）総務省統計局「国勢調査」
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図3-2-9 単独世帯の年齢（10歳階級）、

男女別世帯人員の割合の推移(女)
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資料）総務省統計局「国勢調査」

一般世帯数
（世帯）

母子、父子
世帯数（世帯）

母子、父子
世帯割合（％）

母子、父子世帯数
（他の世帯員がいる世帯を
含む）※（世帯）

母子、父子世帯割合
（他の世帯員がいる世帯を
含む）※（％）

平成12年(2000年) 504,373 8,963 1.8 13,271 2.6

　　　17年(2005年) 509,107 10,268 2.0 15,972 3.1

　　　22年(2010年) 511,427 10,590 2.1 16,841 3.3

　　　27年(2015年) 509,241 9,415 1.8 15,103 3.0

平成12年(2000年) 504,373 1,109 0.2 3,405 0.7

　　　17年(2005年) 509,107 997 0.2 3,469 0.7

　　　22年(2010年) 511,427 1,059 0.2 3,368 0.7

　　　27年(2015年) 509,241 973 0.2 2,820 0.6

資料）総務省統計局「国勢調査」
※　平成12年及び17年の数値は、新分類区分による遡及集計結果による。
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表3-2-2　母子、父子世帯数及び割合の推移－青森県（平成12年～27年）

(3) 社会生活基本調査 

 社会生活基本調査は、国民の生活時間の配分及び自由時間における主な活動について調査し、仕

事や家庭生活に費やされる時間、地域活動等へのかかわりなど、国民の社会生活の実態を明らかに

し、各種行政施策の基礎資料を得ることを目的とするもので、昭和51年(1976 年)の第1回調査以

来5年ごとに実施され、直近の調査は9回目に当たり、平成28年(2016年)に行われました。 

調査結果は、1 日の生活時間の配分と自由時間における主な活動とに分けて集計・公表され、仕

事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進や高齢社会対策、少子化対策、男女共同参画社

会の形成など、国民の豊かな社会生活に関する国や地方公共団体における様々な行政施策の立案等

に用いる基礎資料として利用されます。 

 

① 生活時間 

本県に住んでいる10歳以上の人について、1日の生活時間(週全体平均。以下「週全体」という。)

は、睡眠や身の回りの用事、食事といった、生理的に必要な活動である1次活動は658分(10時間

58分)、仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動である2次活動は399分(6時

間39分)、1次活動、2次活動以外で各人が自由に使える時間における活動である3次活動は382分

(6時間22分)となっています。 

平成23年(2011 年)と比べると、睡眠や食事などの1次活動は1分の増加、仕事や家事などの2

次活動は9分の増加、自由時間などの3次活動は10分の減少となっており、男女別にみると、男性

は、1次活動は変わらず、2次活動が6分の減少、3次活動は7分の増加、女性は、1次活動は3分

の増加、2次活動が21分の増加、3次活動が25分の減少となっています。(表3-3-1) 

 

表3-3-1 男女、行動の種類別生活時間－週全体 

 

 

15歳以上について、生活時間を年齢階級別にみると、1次活動の時間は、男女ともに75歳以上が

最も長く、男性は40～44歳、女性は50～54歳が最も短くなっています。2次活動の時間は、男女

とも40～44歳が最も長くなっており、男女ともに75歳以上が最も短くなっています。3次活動の

時間は、男性は70歳～74歳、女性は75歳以上が最も長く、男性では40～44歳、女性では40～44

平成28年 平成23年 増減 平成28年 平成23年 増減 平成28年 平成23年 増減

1次活動（※1） 10時間58分 10時間57分 1分 10時間52分 10時間52分 0分 11時間04分 11時間01分 3分

2次活動（※2） 6時間39分 6時間30分 9分 6時間17分 6時間23分 -6分 6時間59分 6時間38分 21分

3次活動（※3） 6時間22分 6時間32分 -10分 6時間51分 6時間44分 7分 5時間57分 6時間22分 -25分

　　　　（※2）仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動
　　　　（※3）1次活動、2次活動以外で各人が自由に使える時間における活動

総数 男 女

資料）総務省「社会生活基本調査」
　　　　（※1）睡眠、食事など生理的に必要な活動
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歳が最も短くなっています。 

また、男性は、60～64歳を境に、1次活動の時間が増加し、2次活動の時間と3次活動の時間の

長さが逆転しています。一方、女性では、65～69歳を境に、男性と同様の傾向を示しています。（図

3-3-1） 

 

図3-3-1 男女、年齢階級、行動別生活時間－週全体 

 
 

 

資料）総務省｢平成28年社会生活基本調査｣ 
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② 生活行動 

生活行動は自由時間における主な活動のことですが、過去1年間(平成27年(2015年)10月20日

～28年(2016年)10月19日)に何らかの活動を行った人(10歳以上)の割合(行動者率。以下同じ)に

ついて、全国平均と青森県を比較すると、すべての行動における行動者率は全国を下回っています

が、平成23年(2011年)調査と比べ、「スポーツ」、「趣味・娯楽」において、全国平均との差は小さ

くなっています。(表3-3-2、図3-3-2) 

 

 

資料）総務省「社会生活基本調査」 

 

以下、「学習・自己啓発・訓練」、「ボランティア活動」、「スポーツ」、「趣味・娯楽」、「旅行・行楽」

の各活動について、年齢階級別の特徴を見ていきます。 

個人の自由時間の中で行う学習、自己啓発や訓練である「学習・自己啓発・訓練」について、過

去 1 年間に何らかの種類の活動を行った人(10 歳以上)の数(行動者数。以下同じ）は 28 万 6 千人

で、行動者率は24.8％となっており、平成23年(2011年)との比較では1.2ポイントの減となって

います。(表3-3-2) 

表3-3-2　生活行動の行動者率【青森県、全国】（平成23年、28年）
（単位：％）

学習・自己啓
発・訓練

ボランティア活動 スポーツ 趣味・娯楽 旅行・行楽

全国 36.9 26.0 68.8 87.0 73.5

青森県 24.8 22.4 56.0 80.7 59.4

全国 35.2 26.3 63.0 84.8 73.2

青森県 26.0 22.7 49.4 75.0 59.1

資料）総務省「社会生活基本調査」
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図3-3-2 生活行動の行動者率【全国、青森県】（平成23年、28年）
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歳が最も短くなっています。 

また、男性は、60～64歳を境に、1次活動の時間が増加し、2次活動の時間と3次活動の時間の

長さが逆転しています。一方、女性では、65～69歳を境に、男性と同様の傾向を示しています。（図

3-3-1） 

 

図3-3-1 男女、年齢階級、行動別生活時間－週全体 
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生活行動は自由時間における主な活動のことですが、過去1年間(平成27年(2015年)10月20日

～28年(2016年)10月19日)に何らかの活動を行った人(10歳以上)の割合(行動者率。以下同じ)に
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行動者率を年齢階級別にみると、15～24歳が最も高く、75歳以上が最も低くなっています。平成

23年(2011年)との比較では、10～44歳、75歳以上で上昇しており、15～24歳で特に上昇していま

す。一方、45～74歳で低下しており、45～54歳で特に低下しています。（図3-3-3） 

 

図3-3-3 「学習・自己啓発・訓練」の年齢階級別行動者率（平成23 年、28 年） 
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 行動者率を年齢階級別にみると、65～74歳が最も高く、75歳以上が最も低くなっています。平成

23年(2011年)との比較では、15～24歳、65歳以上で上昇しており、65歳以上で特に上昇していま

す。25～64歳では低下しています。(図3-3-4) 

 
図3-3-4 「ボランティア活動」の年齢階級別行動者率（平成23 年、28 年） 

 

 

 

1.3 

8.6 

1.9 
0.4 

‐9.9 

‐3.6 

‐0.7 

3.2 

‐10.0

0.0

10.0

0

10

20

30

40

50

60

10―14歳 15―24歳 25―34歳 35―44歳 45―54歳 55―64歳 65―74歳 75歳以上

（ポイント）（％）

資料）総務省「社会生活基本調査」

差（H28‐H23）（右目盛） 平成28年（左目盛）

平成23年（左目盛）

‐2.1 

0.9 

‐1.2 

‐8.4 

‐1.4 
‐0.2 

5.1  4.6 

‐10.0

‐5.0

0.0

5.0

10.0

0

10

20

30

40

10―14歳 15―24歳 25―34歳 35―44歳 45―54歳 55―64歳 65―74歳 75歳以上

（ポイント）（％）

資料）総務省「社会生活基本調査」

差（H28‐H23）（右目盛） 平成28年（左目盛）

平成23年（左目盛）

 余暇活動としての「スポーツ」の行動者数は64万5千人で、行動者率は56.0％となっており、

平成23年(2011年)との比較では、6.6ポイントの増となっています。(表3-3-2) 

 行動者率を年齢階級別にみると、10～14歳が最も高く、75歳以上が最も低くなっています。平成

23年(2011年)との比較では、15歳以上で上昇しており、55歳以上は特に上昇しています。10～14

歳では低下しています。(図3-3-5) 
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図3-3-6 「趣味・娯楽」の年齢階級別行動者率（平成23 年、28 年） 
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4 経済動向の年表 

 (1) 平成26年(2014年) 

 

県内 国内・海外

1月
・津軽海峡フェリー、青森―函館間に新造船「ブルーマー
メイド」投入（17日）
・十和田湖遊覧船、定期便半減（17日）

・日経平均株価終値、6年ぶり大発会でマイナス（1日）
・日銀景気判断、全国9地域全てで「回復」（16日）
・国富、5年ぶり増加（17日）
・13年訪日外客数、過去最高（17日）
・厚労省、14年度年金支給0.7%引き下げ・保険料210円増
決定（31日）

2月

・県、｢攻めの農林水産業｣推進基本方針を策定（4日）
・2月の大雪被害、9億円超（27日）
・13年八戸港コンテナ取扱量（実入り）、歴代2位（27
日）

・東京都知事に舛添元厚労相（9日）
・14年度予算案、46都道府県で税収増（28日）

3月
・八戸環状線、糠塚工区が開通（20日）
・県、「県輸出拡大戦略」策定（26日）
・ユニバース、三光ストア運営会社を完全子会社化(31日)

・14年度予算成立（20日）
・日本航空、6年ぶり国内線値上げ（26日）
・国際司法裁判所、日本の南極海の調査捕鯨に中止命令
（31日）

4月

・むつ・タクシー2社事業停止（1日）
・三陸鉄道北リアス線全線運行再開（6日）
・県、六戸町と飯田グループ（住宅関連大手）、立地協定
締結。金矢工業団地に大型木材加工場建設予定（8日）
・観光施設「十和田ビジターセンター」オープン（20日）

・消費税8%にアップ（1日）
・日豪首脳、経済連携協定(EPA)の締結で大筋合意（7日）
・13年度全国企業倒産件数、23年ぶり低水準（8日）
・13年3月百貨店売上高、伸び率25年ぶり高水準（17日）
・大手企業賃上げ、16年ぶり7千円台（16日）
・日米両政府、尖閣に日米安保適用の共同声明発表(25日)

5月

・13年度有効求人倍率、過去最高（2日）
・生活保護世帯数、9年連続で過去最多（2日）
・十和田観光ホテル、破産手続き開始決定（22日）
・八戸市、中核市移行を正式表明（26日）

・こどもの数（15歳未満人口）、33年連続減少（4日）
・13年度経常黒字、過去最小（12日）
・2040年までに896自治体で若年女性人口5割減、日本創成
会議が推計（8日）

6月
・13年出生数、過去最少（4日）
・北海道新幹線の県内新駅名、｢奥津軽いまべつ｣に(11日)
・青森市議会、アウガ返済猶予案可決（24日）

・4月の旅行収支、44年ぶり黒字（9日）
・「富岡製糸場と絹産業遺産群」世界文化遺産に（21日）
・政府、「骨太の方針」「日本再興戦略」「規制改革実施
計画」を閣議決定（24日）

7月

・県内最高路線価「新町通り」、6年連続で下落（1日）
・全日本空輸（ANA）、11年ぶりに青森便再開（1日）
・新規高卒者の最終就職率、15年ぶりの高水準（23日）
・13年農水産物輸出額、過去10年で最高（28日）

・13年度税収、2年ぶりに新規国債発行額を上回る（3日）
・12年子ども貧困率、過去最悪（15日）
・14年上半期（暦年）の貿易赤字、過去最大（24日）

8月

・14年春季賃上げ、3年連続で増加（11日）
・カゴメのメガソーラー（十和田）、東北電に売電開始
（28日）
・津軽ダム本体建設工事、打設完了（28日）

・国の借金、過去最大を更新（8日）
・エボラ出血熱でＷＨＯが緊急事態宣言（8日）
・デング熱の国内感染約７０年ぶり（27日）

9月
・14年産米の概算金過去最低（16日）
・天皇、皇后両陛下、24年ぶりのご来県（24日）

・第2次安倍改造内閣発足（3日）
・65歳以上の高齢者人口、過去最高（15日）

10月

・13年県産リンゴ販売額、6年ぶりに900億円台（10日）
・「第9回全国B-1グランプリ」、十和田バラ焼きゼミナー
ルが1位（19日）
・新規高卒者の県内求人倍率、過去最高（22日）

・日本人3人、ノーベル物理学賞受賞（7日）
・12年度国民医療費、6年連続で過去最高を更新（8日）
・日銀が追加金融緩和を決定（31日）

11月
・特A米目指す「青系187号」銘柄名、「青天の霹靂（へき
れき）」に決定（5日）
・北海道新幹線、列車名決定（20日）

・３年ぶりに日中首脳会談（10日）
・安倍首相、消費税引き上げ先送りを表明（18日）
・衆議院解散、12月14日総選挙（21日）

12月
・北海道新幹線、青函トンネルで走行試験（7日）
・寝台特急「北斗星」、15年3月のダイヤ改正で定期運転
終了（20日）

・14年9月の生活保護世帯、過去最多（3日）
・円、約7年ぶり1ドル120円台（10日）
・第3次安倍内閣発足（24日）

(2) 平成27年(2015年) 

 

県内 国内・海外

1月
・八戸LNGターミナル、試運転スタート(8日)
・木質バイオマス発電所計画、八戸バイオマス発電が県、
八戸市と立地協定(16日)

・世界銀行、15年の世界全体の実質経済成長率を3％に下
方修正(14日)
・トヨタ初の1000万台超、14年世界販売、3年連続首位(21
日)

2月
・千葉室内、自己破産(5日)
・青天の霹靂「特A」、県産初の最高評価(19日)

・冷凍食品や乳製品、続々値上げ(1日)
・14年農林水産物輸出、過去最高(10日)
・国の借金1029兆円、14年12月末(10日)

3月

・十和田湖遊覧船、子ノ口航路運行再開発表(19日)
・八戸港荷捌き所A棟 EU対応、HACCP登録(21日)
・八戸圏域、連携中枢都市圏の形成で合意(24日)
・平内町、「平内ホタテ活御膳」販売開始(25日)

・ファミリーマート、ユニー統合協議開始(10日)
・政府、個人情報保護法、マイナンバー法改正案を国会に
提出(10日)
・北陸新幹線開業(14日)

4月

・県医師会、健やか力推進センター開設(1日)
・青森－ソウル線、就航20周年(2日)
・本県初、衆議院議長に大島理森氏選出(21日)
・新輸送サービス開始、ヤマト運輸と県が共同構築(27日)
・プレミアム商品券、県内全市町村で発売発表(28日)

・14年度全国企業倒産、24年ぶりに1万件割れ(8日)
・日経平均、一時15年ぶり2万円台(10日)
・15年3月貿易収支、2年9カ月ぶり黒字(22日)
・65歳以上介護保険料、全国平均、初の5000円超(28日)
・14年産国産リンゴ輸出量、初の100億円台(29日)

5月

・14年度県内有効求人倍率、過去最高の0.81倍(1日)
・生活保護世帯数、10年連続で過去最高を更新(11日)
・王子木材緑化がチップ工場新設、県、むつ市と立地協定
締結(18日)
・来春新卒者採用見込み、前年比28.9%増(21日)

・14年度経常黒字、4年ぶり拡大(13日)
・14年度旅行収支、55年ぶり黒字(13日)
・大阪都構想の住民投票、反対多数で否決(17日)
・訪日客最高更新、4月176万人(20日)
・求人倍率1.17倍、23年ぶり高水準(30日)

6月

・14年本県がん死亡率、全国ワースト2位(5日)
・知事選、現職三村氏が4選(7日)
・セブン-イレブン、県内初出店(12日)
・奥津軽いまべつ駅舎完成(30日)

・出生率9年ぶり低下、出生数は過去最少。14年全国(5日)
・1月～3月期GDP改定値、年3.9%増に大幅上方修正(8日)
・「18歳以上」に選挙権、改正公選法が可決(17日)

7月

・DCM、サンワドーを完全子会社化（1日）
・青森－ソウル線、期間運休(1日)
・中泊町、｢中泊メバルの刺身と煮付け膳｣販売開始(3日)
・八戸港上半期コンテナ取扱量、過去最高(3日)
・14年度新規就農、最多の296人(22日)

・ギリシャ、INF債務延滞、先進国で初(1日)
・高齢者世帯、子供がいる世帯を上回り初の逆転(2日)
・訪日客14年上半期最多914万人、45年ぶり出国者を逆転
(22日)
・14年平均寿命、男女ともに最高更新、女性は3年連続世
界一(30日)

8月
・県産ホタテ4～7月販売100億円超、10年ぶり(2日)
・青森県総合戦略策定(6日)
・14年農林水産物輸出額156億、過去10年で最高(24日)

・15年3月の大卒者の就職率、21年ぶりに70％超(6日)
・中国ショック世界株安、東証895円安(24日)
・15年度最低賃金上げ幅最大、平均18円アップ(24日)

9月

・100年ぶり弘前城天守動く、曳家作業スタート(3日)
・北海道新幹線、16年3月26日開業決定、1日13往復(16日)
・夜行急行「はまなす」、特急「スーパー白鳥、白鳥」廃
止発表(16日)
・2025年国体、本県招致表明(16日)
・14年県産リンゴ、販売額1000億円、輸出量3万トン突破
(29日)

・東証急進1343円高、約21年7カ月ぶりの上げ幅(9日)
・国勢調査、インターネット回答スタート(10日)
・100歳以上6万人突破、45年連続増(11日)
・日本生命、三井生命買収を発表(11日)
・年間訪日客、9月時点で過去最多の昨年超え(16日)

10月

・「B-1グランプリin十和田」開幕(3日)
・下北地域の5市町村、｢下北圏域定住自立圏｣協定締結(5
日)
・十和田湖グランドホテル、道南の企業へ売却発表(6日)
・県がTPP対策本部設置(7日)
・青天の霹靂、販売開始(10日)

・スポーツ庁が発足(1日)
・マイナンバー法施行、通知開始(5日)
・TPP大筋合意(5日)
・ノーベル生理学・医学賞、大村智氏受賞(5日)
・ノーベル物理学賞、梶田隆章氏受賞(6日)
・第3次安倍改造内閣発足(7日)

11月
・蕪嶋神社全焼(5日)
・青森－杭州線、初の中国定期便、新規就航発表(19日)
・県産リンゴ、5年ぶりにベトナム向け輸出解禁(23日)

・中台首脳会談、歴史的握手交わす(7日)
・太平物産(秋田市)、10年以上前から有機肥料偽装(9日)
・国産初のジェット旅客機MRJ、初飛行成功(11日)
・「H2A」、商業衛星搭載で国内初の打ち上げ(24日)

12月

・平成27年産水稲の単収、全国１位(4日)
・「青い森クラウドベース」データセンター完成(8日)
・奥津軽いまべつ駅、新幹線１日7往復停車発表(18日)
・国勢調査速報値公表、県人口130万8649人、過去最大
4.7％減(25日)

・金星探査機「あかつき」、軌道投入成功(9日)
・米、9年半ぶり利上げ、ゼロ金利解除(17日)
・ローソン、家庭向け電力販売参入発表(25日)
・慰安婦問題で日韓両政府「最終かつ不可逆的な解決」確
認(28日)
・年末株価、19年ぶり1万9千円台、9％上昇(30日)
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4 経済動向の年表 

 (1) 平成26年(2014年) 

 

県内 国内・海外

1月
・津軽海峡フェリー、青森―函館間に新造船「ブルーマー
メイド」投入（17日）
・十和田湖遊覧船、定期便半減（17日）

・日経平均株価終値、6年ぶり大発会でマイナス（1日）
・日銀景気判断、全国9地域全てで「回復」（16日）
・国富、5年ぶり増加（17日）
・13年訪日外客数、過去最高（17日）
・厚労省、14年度年金支給0.7%引き下げ・保険料210円増
決定（31日）

2月

・県、｢攻めの農林水産業｣推進基本方針を策定（4日）
・2月の大雪被害、9億円超（27日）
・13年八戸港コンテナ取扱量（実入り）、歴代2位（27
日）

・東京都知事に舛添元厚労相（9日）
・14年度予算案、46都道府県で税収増（28日）

3月
・八戸環状線、糠塚工区が開通（20日）
・県、「県輸出拡大戦略」策定（26日）
・ユニバース、三光ストア運営会社を完全子会社化(31日)

・14年度予算成立（20日）
・日本航空、6年ぶり国内線値上げ（26日）
・国際司法裁判所、日本の南極海の調査捕鯨に中止命令
（31日）

4月

・むつ・タクシー2社事業停止（1日）
・三陸鉄道北リアス線全線運行再開（6日）
・県、六戸町と飯田グループ（住宅関連大手）、立地協定
締結。金矢工業団地に大型木材加工場建設予定（8日）
・観光施設「十和田ビジターセンター」オープン（20日）

・消費税8%にアップ（1日）
・日豪首脳、経済連携協定(EPA)の締結で大筋合意（7日）
・13年度全国企業倒産件数、23年ぶり低水準（8日）
・13年3月百貨店売上高、伸び率25年ぶり高水準（17日）
・大手企業賃上げ、16年ぶり7千円台（16日）
・日米両政府、尖閣に日米安保適用の共同声明発表(25日)

5月

・13年度有効求人倍率、過去最高（2日）
・生活保護世帯数、9年連続で過去最多（2日）
・十和田観光ホテル、破産手続き開始決定（22日）
・八戸市、中核市移行を正式表明（26日）

・こどもの数（15歳未満人口）、33年連続減少（4日）
・13年度経常黒字、過去最小（12日）
・2040年までに896自治体で若年女性人口5割減、日本創成
会議が推計（8日）

6月
・13年出生数、過去最少（4日）
・北海道新幹線の県内新駅名、｢奥津軽いまべつ｣に(11日)
・青森市議会、アウガ返済猶予案可決（24日）

・4月の旅行収支、44年ぶり黒字（9日）
・「富岡製糸場と絹産業遺産群」世界文化遺産に（21日）
・政府、「骨太の方針」「日本再興戦略」「規制改革実施
計画」を閣議決定（24日）

7月

・県内最高路線価「新町通り」、6年連続で下落（1日）
・全日本空輸（ANA）、11年ぶりに青森便再開（1日）
・新規高卒者の最終就職率、15年ぶりの高水準（23日）
・13年農水産物輸出額、過去10年で最高（28日）

・13年度税収、2年ぶりに新規国債発行額を上回る（3日）
・12年子ども貧困率、過去最悪（15日）
・14年上半期（暦年）の貿易赤字、過去最大（24日）

8月

・14年春季賃上げ、3年連続で増加（11日）
・カゴメのメガソーラー（十和田）、東北電に売電開始
（28日）
・津軽ダム本体建設工事、打設完了（28日）

・国の借金、過去最大を更新（8日）
・エボラ出血熱でＷＨＯが緊急事態宣言（8日）
・デング熱の国内感染約７０年ぶり（27日）

9月
・14年産米の概算金過去最低（16日）
・天皇、皇后両陛下、24年ぶりのご来県（24日）

・第2次安倍改造内閣発足（3日）
・65歳以上の高齢者人口、過去最高（15日）

10月

・13年県産リンゴ販売額、6年ぶりに900億円台（10日）
・「第9回全国B-1グランプリ」、十和田バラ焼きゼミナー
ルが1位（19日）
・新規高卒者の県内求人倍率、過去最高（22日）

・日本人3人、ノーベル物理学賞受賞（7日）
・12年度国民医療費、6年連続で過去最高を更新（8日）
・日銀が追加金融緩和を決定（31日）

11月
・特A米目指す「青系187号」銘柄名、「青天の霹靂（へき
れき）」に決定（5日）
・北海道新幹線、列車名決定（20日）

・３年ぶりに日中首脳会談（10日）
・安倍首相、消費税引き上げ先送りを表明（18日）
・衆議院解散、12月14日総選挙（21日）

12月
・北海道新幹線、青函トンネルで走行試験（7日）
・寝台特急「北斗星」、15年3月のダイヤ改正で定期運転
終了（20日）

・14年9月の生活保護世帯、過去最多（3日）
・円、約7年ぶり1ドル120円台（10日）
・第3次安倍内閣発足（24日）

(2) 平成27年(2015年) 
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方修正(14日)
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日)
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・千葉室内、自己破産(5日)
・青天の霹靂「特A」、県産初の最高評価(19日)

・冷凍食品や乳製品、続々値上げ(1日)
・14年農林水産物輸出、過去最高(10日)
・国の借金1029兆円、14年12月末(10日)
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・八戸圏域、連携中枢都市圏の形成で合意(24日)
・平内町、「平内ホタテ活御膳」販売開始(25日)

・ファミリーマート、ユニー統合協議開始(10日)
・政府、個人情報保護法、マイナンバー法改正案を国会に
提出(10日)
・北陸新幹線開業(14日)

4月

・県医師会、健やか力推進センター開設(1日)
・青森－ソウル線、就航20周年(2日)
・本県初、衆議院議長に大島理森氏選出(21日)
・新輸送サービス開始、ヤマト運輸と県が共同構築(27日)
・プレミアム商品券、県内全市町村で発売発表(28日)

・14年度全国企業倒産、24年ぶりに1万件割れ(8日)
・日経平均、一時15年ぶり2万円台(10日)
・15年3月貿易収支、2年9カ月ぶり黒字(22日)
・65歳以上介護保険料、全国平均、初の5000円超(28日)
・14年産国産リンゴ輸出量、初の100億円台(29日)

5月

・14年度県内有効求人倍率、過去最高の0.81倍(1日)
・生活保護世帯数、10年連続で過去最高を更新(11日)
・王子木材緑化がチップ工場新設、県、むつ市と立地協定
締結(18日)
・来春新卒者採用見込み、前年比28.9%増(21日)

・14年度経常黒字、4年ぶり拡大(13日)
・14年度旅行収支、55年ぶり黒字(13日)
・大阪都構想の住民投票、反対多数で否決(17日)
・訪日客最高更新、4月176万人(20日)
・求人倍率1.17倍、23年ぶり高水準(30日)

6月

・14年本県がん死亡率、全国ワースト2位(5日)
・知事選、現職三村氏が4選(7日)
・セブン-イレブン、県内初出店(12日)
・奥津軽いまべつ駅舎完成(30日)

・出生率9年ぶり低下、出生数は過去最少。14年全国(5日)
・1月～3月期GDP改定値、年3.9%増に大幅上方修正(8日)
・「18歳以上」に選挙権、改正公選法が可決(17日)

7月

・DCM、サンワドーを完全子会社化（1日）
・青森－ソウル線、期間運休(1日)
・中泊町、｢中泊メバルの刺身と煮付け膳｣販売開始(3日)
・八戸港上半期コンテナ取扱量、過去最高(3日)
・14年度新規就農、最多の296人(22日)

・ギリシャ、INF債務延滞、先進国で初(1日)
・高齢者世帯、子供がいる世帯を上回り初の逆転(2日)
・訪日客14年上半期最多914万人、45年ぶり出国者を逆転
(22日)
・14年平均寿命、男女ともに最高更新、女性は3年連続世
界一(30日)

8月
・県産ホタテ4～7月販売100億円超、10年ぶり(2日)
・青森県総合戦略策定(6日)
・14年農林水産物輸出額156億、過去10年で最高(24日)

・15年3月の大卒者の就職率、21年ぶりに70％超(6日)
・中国ショック世界株安、東証895円安(24日)
・15年度最低賃金上げ幅最大、平均18円アップ(24日)

9月

・100年ぶり弘前城天守動く、曳家作業スタート(3日)
・北海道新幹線、16年3月26日開業決定、1日13往復(16日)
・夜行急行「はまなす」、特急「スーパー白鳥、白鳥」廃
止発表(16日)
・2025年国体、本県招致表明(16日)
・14年県産リンゴ、販売額1000億円、輸出量3万トン突破
(29日)

・東証急進1343円高、約21年7カ月ぶりの上げ幅(9日)
・国勢調査、インターネット回答スタート(10日)
・100歳以上6万人突破、45年連続増(11日)
・日本生命、三井生命買収を発表(11日)
・年間訪日客、9月時点で過去最多の昨年超え(16日)

10月

・「B-1グランプリin十和田」開幕(3日)
・下北地域の5市町村、｢下北圏域定住自立圏｣協定締結(5
日)
・十和田湖グランドホテル、道南の企業へ売却発表(6日)
・県がTPP対策本部設置(7日)
・青天の霹靂、販売開始(10日)

・スポーツ庁が発足(1日)
・マイナンバー法施行、通知開始(5日)
・TPP大筋合意(5日)
・ノーベル生理学・医学賞、大村智氏受賞(5日)
・ノーベル物理学賞、梶田隆章氏受賞(6日)
・第3次安倍改造内閣発足(7日)

11月
・蕪嶋神社全焼(5日)
・青森－杭州線、初の中国定期便、新規就航発表(19日)
・県産リンゴ、5年ぶりにベトナム向け輸出解禁(23日)

・中台首脳会談、歴史的握手交わす(7日)
・太平物産(秋田市)、10年以上前から有機肥料偽装(9日)
・国産初のジェット旅客機MRJ、初飛行成功(11日)
・「H2A」、商業衛星搭載で国内初の打ち上げ(24日)

12月

・平成27年産水稲の単収、全国１位(4日)
・「青い森クラウドベース」データセンター完成(8日)
・奥津軽いまべつ駅、新幹線１日7往復停車発表(18日)
・国勢調査速報値公表、県人口130万8649人、過去最大
4.7％減(25日)

・金星探査機「あかつき」、軌道投入成功(9日)
・米、9年半ぶり利上げ、ゼロ金利解除(17日)
・ローソン、家庭向け電力販売参入発表(25日)
・慰安婦問題で日韓両政府「最終かつ不可逆的な解決」確
認(28日)
・年末株価、19年ぶり1万9千円台、9％上昇(30日)

196 197



(3) 平成28年(2016年) 

 

県内 国内・海外

1月

・大間マグロ最高値1400万円、昨年の3倍(5日)
・八戸港コンテナ取扱量最高記録更新(21日)
・15年産リンゴ輸出、過去10年で最多の8697トン（29日）
・道の駅いまべつ、改装オープン後の来客数10万人突破
(31日)

・共通番号（マイナンバー）制度、運用開始(1日)
・年明け株安、大幅下落(5日)
・15年訪日客、最多記録(20日)
・沖縄、39年ぶりの積雪観測(24日)

2月

・15年末時点高校生内定率90.0％、25年ぶり大台(13日)
・「桜流鏑馬」総理大臣賞、ふるさとイベント大賞(15日)
・十和田湖遊覧船、企業組合が廃止届(19日)
・15年本県漁獲量14.4%増、金額5年ぶり500億円超(20日)

・15年農林水産物・食品輸出額、過去最高更新(2日)
・日本銀行、マイナス金利開始(17日)

3月

・県内、1月求人倍率が初の1倍超え(1日)
・15年度漁期八戸港中型イカ釣り船水揚げ、スルメ不振で
2割減(9日)
・下北縦貫道「むつ-横浜」未着手区間事業化へ(22日)
・北海道新幹線、新青森－新函館北斗間開業(26日)
・15年県人口130万8649人、年少最少・老年最多に(29日)

・ガソリン価格7年ぶり安値、3週連続値下がり(10日)
・機械受注15％増、上昇幅2005年4月以降最大(14日)

4月

・15年度県内企業倒産、件数・負債額とも前年度比減少(4
日)
・よこまち（八戸）とコープ東北が業務提携、検討開始
(13日)
・A!Premium出発(27日)

・電力小売り自由化スタート(1日)
・新宿駅に「バスタ新宿」オープン(4日)
・熊本地震発生、益城町で震度7を観測(14日)
・三菱自動車、軽自動車「ｅＫワゴン」など4車種燃費不
正(20日)

5月
・生活保護世帯数、11年連続で過去最多を更新(11日)
・15年産リンゴの収獲量、47万トン(17日)
・来春新卒者採用見込み、前年比10.2%増(26日)

・こどもの数、35年連続で減少(4日)
・16年1-3月期のGDP、2四半期ぶりのプラス成長(18日)

6月
・八戸市、中核市指定が決定(10日)
・改正公選法施行により県内有権者が114万3千人へ(21日)
・東北六魂祭、開催(25日)

・消費税10%への増税、延期(1日)
・15年度ふるさと納税額、前年度比4.3倍(15日)
・英国EU離脱により円急騰、一時99円(24日)

7月

・青森県・函館デスティネーションキャンペーンが開始(1
日)
・青い森公園にセブンイレブン開店(7日)
・十和田八幡平国立公園がモデル事業対象へ(25日)

・独居高齢者、初の600万人超え(12日)
・16年1～6月の訪日客、過去最高を更新(21日)
・スマートフォン向けゲーム「ポケモンGO」が日本で配信
開始(22日)

8月

・八戸港8月、水揚げ量過去10年で最低(10日)
・青森県内ローソン4店舗、旅行者向けにサイクルシェア
リングサービス開始(23日)
・15年本県農水産物輸出額194億、過去30年で最高(25日)

・リオデジャネイロオリンピック開会(5日)
・14年度社会保障給付費112兆円(5日)
・新たな祝日「山の日」、8月11日が国民の祝日に(11日)
・国家公務員試験、一般職の倍率最低(23日)
・最低賃金25円増、全国平均(24日)

9月

・16年夏季賞与、5年連続で増加(6日)
・「下北ジオパーク」が認定(9日)
・16年産県産ホタテ販売額、初の200億円突破(15日)
・タクシー初乗り490円、青森市で4社申請(22日)
・15年県産リンゴ販売額、2年連続1千億円突破(30日)

・リオデジャネイロパラリンピック開会(7日)
・100歳以上6万5692人、46年連続増(13日)
・15年度医療費、概算41兆円超で最高更新(14日)
・65歳以上の高齢者、過去最多の3461万人(16日)
・8月、訪日客最高更新205万人(22日)

10月

・青函DC終了、総客数8万3千人(5日)
・中三、Mik株式会社の子会社へ(6日)
・県内9月有効求人倍率、過去最高の1.11倍(27日)
・本県高齢化率、初の3割(27日)

・9月、中国の輸出が10％減(14日)
・小売り・不動産に勢い、大卒内定6年連続増(16日)
・全国9月アルバイト平均時給1000円超、初の大台(20日)
・15年国勢調査、総人口が調査開始以来初の減少(26日)

11月

・むつ市大畑町「ホテルニュー薬研」閉館(8日)
・南スーダンPKO、陸自青森第１陣出発(20日)
・鳥インフルエンザ発生(28日)
・南部バス、民事再生法適用申請(29日)
・15年本県観光客、過去最高の3521万人(30日)

・福岡市の博多駅近くの道路が大規模陥没(8日)
・トランプ氏、次期大統領に就任(10日)
・台湾トランスアジア航空が解散(22日)
・都心で積雪、11月の積雪は1875年の統計開始以来初(24
日)

12月
・八戸三社大祭、ユネスコ無形文化遺産登録決定(1日)
・1～11月八戸港、水揚げ金額202億円(9日)
・冬季初、1月から青森ー台北にチャーター便(13日)

・平成27年度GDP確報値、名目成長率2.8%(8日)
・もんじゅ、廃炉決定(21日)
・16年出生数、統計開始以来初の100万人割れ(22日)

(4) 平成29年(2017年) 

 

県内 国内・海外

1月

・八戸市、中核市に移行(1日)
・大間産クロマグロ、初競りで最高値7,420万円、昨年の5
倍以上(5日)
・16年青森-ソウル線搭乗率、過去最高74.6％(6日)
・「A！Premium」16年度実績、西日本へ輸送急増(17日)

・16年訪日客、過去最高を記録、5年連続増(10日)
・米、TPP永久離脱(23日)

2月

・台風10号、県内農林水産被害総額38億円(3日)
・16年漁獲金額、12年ぶりに600億円台に回復　ホタテ過
去最高(21日)
・16年産米食味ランキング、青天の霹靂3年連続特A(23日)

・16年国際収支、経常黒字2番目の高水準(8日)
・16年農林水産輸出額、4年連続過去最高更新(10日)
・「プレミアムフライデー」開始(24日)

3月

・16年外国人宿泊者数、2年連続最多を更新(3日)
・八戸圏域8市町村による、県内初の連携中枢都市圏が誕
生(22日)
・北海道新幹線開業1周年(26日)

・16年国内外国人宿泊数過去最高、初の7千万人(3日)
・東京五輪経済効果試算　全国で32兆円(6日)
・英、EU離脱通知(29日)

4月
・青森空港、16年度年間利用者数100万人超、2年連続(7
日)
・16年推計、人口減少率全国2番目(14日)

・16年度国内新車販売台数、3年ぶり増加(3日)
・16年度企業倒産件数、8年連続減少(10日)
・16年度貿易収支、6年ぶり黒字(20日)
・日銀、景気判断上方修正、9年ぶり「拡大」(27日)

5月
・「トランスイート四季島」、本県に初停車(3日)
・青森－天津間、国際定期便就航(7日)
・「弘前さくらまつり」、震災後最高の人出(7日)

・子どもの数、36年連続で減少(4日)
・16年度実質賃金、6年ぶりプラス(23日)
・4月有効求人倍率1.48倍、43年2カ月ぶり高水準(30日）

6月

・16年人口動態、自然減過去最大(2日)
・弘前市「はるか夢球場」、リニューアルオープン(3日)
・八戸港、生スルメイカ初競り　数量少なく、高値取引
(24日)

・郵便料金、電気料金、バターなど値上げ(1日)
・改正酒税法施行(1日)
・16年人口動態、出生数初の100万人割れ(2日)
・住宅宿泊事業法（民泊法）成立(9日)
・内閣府、6カ月ぶりに景気判断引き上げ(22日)

7月

・青函アフターDC開始(1日)
・青森空港、訪日誘客支援空港のうち「拡大支援型」に認
定(4日)
・アウガ運営の第三セクター、特別清算申し立て(5日)
・津軽塗、国重要無形文化財指定へ(21日)

・九州豪雨(6日)
・日銀、物価上昇率2％達成時期先送り(20日)
・17年上半期貿易黒字、半期ベースで3期連続(20日)

8月
・青森県最低賃金、22円増の時給738円へ(10日)
・16年産ナガイモ収穫量、3年ぶり全国1位(29日)

・第3次改造内閣発足(3日)
・16年度食料自給率、23年ぶりの低水準(9日)
・北朝鮮ミサイル、日本上空を通過(29日)

9月

・八戸港8月水揚げ量、スルメイカ漁不振が響き過去10年
で最低(7日)
・津軽鉄道、乗客数1億人達成(21日）
・16年農水産物輸出240億円、過去35年で最高(21日）
・16年産リンゴ販売総額、3年連続1千億円突破(27日)
・8月有効求人倍率1.26倍、過去最高(29日)
・青函アフターDC終了(30日)

・厚労省調査　全国の100歳以上の高齢者過去最多(15日)
・衆院解散(28日)

10月
・県内5町村の新・ご当地グルメ、累計販売30万食達成(10
日)
・ガソリン2年ぶり高値、県内も値上がり(12日)

・日銀9月短観、景況感10年ぶり高水準(2日)
・東証、終値2万881円、20年10カ月ぶり高値(11日)
・衆院選、自民党単独で絶対安定多数(22日)

11月

・10月の県内企業倒産件数ゼロ、東京商工リサーチ集計開
始以来初(2日)
・三内丸山遺跡「一つの会場で考古学の授業を聴講する人
数」ギネス記録達成(5日)
・灯油の平均小売価格　1リットル74.2円　2年2カ月ぶり
高値(8日)
・北海道新幹線(新青森－新函館北斗)2016年度収支、54億
円の赤字(7日)

・第4次安倍内閣発足(1日)
・日経平均株価2万2,937円、バブル崩壊後最高(7日)
・9月景気動向指数の基調判断据え置き、景気拡大58カ
月、「いざなぎ景気」を超えて戦後2位の長さに(8日)

12月

・六ヶ所村使用済み核燃料再処理工場完成時期、2021年度
上半期に延期(22日)
・11月の有効求人倍率1.27倍　調査開始以来、過去最高
(26日)
・1～10月本県宿泊外国人　延べ19万4,430人、過去最多
(27日)

・天皇陛下退位日、2019年4月30日と定める政令を閣議決
定(8日)
・日欧EPA交渉妥結、2019年発効(8日)
・人口動態統計、2017年推計、出生数2年連続100万人割れ
(22日)
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(3) 平成28年(2016年) 

 

県内 国内・海外

1月

・大間マグロ最高値1400万円、昨年の3倍(5日)
・八戸港コンテナ取扱量最高記録更新(21日)
・15年産リンゴ輸出、過去10年で最多の8697トン（29日）
・道の駅いまべつ、改装オープン後の来客数10万人突破
(31日)

・共通番号（マイナンバー）制度、運用開始(1日)
・年明け株安、大幅下落(5日)
・15年訪日客、最多記録(20日)
・沖縄、39年ぶりの積雪観測(24日)

2月

・15年末時点高校生内定率90.0％、25年ぶり大台(13日)
・「桜流鏑馬」総理大臣賞、ふるさとイベント大賞(15日)
・十和田湖遊覧船、企業組合が廃止届(19日)
・15年本県漁獲量14.4%増、金額5年ぶり500億円超(20日)

・15年農林水産物・食品輸出額、過去最高更新(2日)
・日本銀行、マイナス金利開始(17日)

3月

・県内、1月求人倍率が初の1倍超え(1日)
・15年度漁期八戸港中型イカ釣り船水揚げ、スルメ不振で
2割減(9日)
・下北縦貫道「むつ-横浜」未着手区間事業化へ(22日)
・北海道新幹線、新青森－新函館北斗間開業(26日)
・15年県人口130万8649人、年少最少・老年最多に(29日)

・ガソリン価格7年ぶり安値、3週連続値下がり(10日)
・機械受注15％増、上昇幅2005年4月以降最大(14日)

4月

・15年度県内企業倒産、件数・負債額とも前年度比減少(4
日)
・よこまち（八戸）とコープ東北が業務提携、検討開始
(13日)
・A!Premium出発(27日)

・電力小売り自由化スタート(1日)
・新宿駅に「バスタ新宿」オープン(4日)
・熊本地震発生、益城町で震度7を観測(14日)
・三菱自動車、軽自動車「ｅＫワゴン」など4車種燃費不
正(20日)

5月
・生活保護世帯数、11年連続で過去最多を更新(11日)
・15年産リンゴの収獲量、47万トン(17日)
・来春新卒者採用見込み、前年比10.2%増(26日)

・こどもの数、35年連続で減少(4日)
・16年1-3月期のGDP、2四半期ぶりのプラス成長(18日)

6月
・八戸市、中核市指定が決定(10日)
・改正公選法施行により県内有権者が114万3千人へ(21日)
・東北六魂祭、開催(25日)

・消費税10%への増税、延期(1日)
・15年度ふるさと納税額、前年度比4.3倍(15日)
・英国EU離脱により円急騰、一時99円(24日)

7月

・青森県・函館デスティネーションキャンペーンが開始(1
日)
・青い森公園にセブンイレブン開店(7日)
・十和田八幡平国立公園がモデル事業対象へ(25日)

・独居高齢者、初の600万人超え(12日)
・16年1～6月の訪日客、過去最高を更新(21日)
・スマートフォン向けゲーム「ポケモンGO」が日本で配信
開始(22日)

8月

・八戸港8月、水揚げ量過去10年で最低(10日)
・青森県内ローソン4店舗、旅行者向けにサイクルシェア
リングサービス開始(23日)
・15年本県農水産物輸出額194億、過去30年で最高(25日)

・リオデジャネイロオリンピック開会(5日)
・14年度社会保障給付費112兆円(5日)
・新たな祝日「山の日」、8月11日が国民の祝日に(11日)
・国家公務員試験、一般職の倍率最低(23日)
・最低賃金25円増、全国平均(24日)

9月

・16年夏季賞与、5年連続で増加(6日)
・「下北ジオパーク」が認定(9日)
・16年産県産ホタテ販売額、初の200億円突破(15日)
・タクシー初乗り490円、青森市で4社申請(22日)
・15年県産リンゴ販売額、2年連続1千億円突破(30日)

・リオデジャネイロパラリンピック開会(7日)
・100歳以上6万5692人、46年連続増(13日)
・15年度医療費、概算41兆円超で最高更新(14日)
・65歳以上の高齢者、過去最多の3461万人(16日)
・8月、訪日客最高更新205万人(22日)

10月

・青函DC終了、総客数8万3千人(5日)
・中三、Mik株式会社の子会社へ(6日)
・県内9月有効求人倍率、過去最高の1.11倍(27日)
・本県高齢化率、初の3割(27日)

・9月、中国の輸出が10％減(14日)
・小売り・不動産に勢い、大卒内定6年連続増(16日)
・全国9月アルバイト平均時給1000円超、初の大台(20日)
・15年国勢調査、総人口が調査開始以来初の減少(26日)

11月

・むつ市大畑町「ホテルニュー薬研」閉館(8日)
・南スーダンPKO、陸自青森第１陣出発(20日)
・鳥インフルエンザ発生(28日)
・南部バス、民事再生法適用申請(29日)
・15年本県観光客、過去最高の3521万人(30日)

・福岡市の博多駅近くの道路が大規模陥没(8日)
・トランプ氏、次期大統領に就任(10日)
・台湾トランスアジア航空が解散(22日)
・都心で積雪、11月の積雪は1875年の統計開始以来初(24
日)

12月
・八戸三社大祭、ユネスコ無形文化遺産登録決定(1日)
・1～11月八戸港、水揚げ金額202億円(9日)
・冬季初、1月から青森ー台北にチャーター便(13日)

・平成27年度GDP確報値、名目成長率2.8%(8日)
・もんじゅ、廃炉決定(21日)
・16年出生数、統計開始以来初の100万人割れ(22日)

(4) 平成29年(2017年) 

 

県内 国内・海外

1月

・八戸市、中核市に移行(1日)
・大間産クロマグロ、初競りで最高値7,420万円、昨年の5
倍以上(5日)
・16年青森-ソウル線搭乗率、過去最高74.6％(6日)
・「A！Premium」16年度実績、西日本へ輸送急増(17日)

・16年訪日客、過去最高を記録、5年連続増(10日)
・米、TPP永久離脱(23日)

2月

・台風10号、県内農林水産被害総額38億円(3日)
・16年漁獲金額、12年ぶりに600億円台に回復　ホタテ過
去最高(21日)
・16年産米食味ランキング、青天の霹靂3年連続特A(23日)

・16年国際収支、経常黒字2番目の高水準(8日)
・16年農林水産輸出額、4年連続過去最高更新(10日)
・「プレミアムフライデー」開始(24日)

3月

・16年外国人宿泊者数、2年連続最多を更新(3日)
・八戸圏域8市町村による、県内初の連携中枢都市圏が誕
生(22日)
・北海道新幹線開業1周年(26日)

・16年国内外国人宿泊数過去最高、初の7千万人(3日)
・東京五輪経済効果試算　全国で32兆円(6日)
・英、EU離脱通知(29日)

4月
・青森空港、16年度年間利用者数100万人超、2年連続(7
日)
・16年推計、人口減少率全国2番目(14日)

・16年度国内新車販売台数、3年ぶり増加(3日)
・16年度企業倒産件数、8年連続減少(10日)
・16年度貿易収支、6年ぶり黒字(20日)
・日銀、景気判断上方修正、9年ぶり「拡大」(27日)

5月
・「トランスイート四季島」、本県に初停車(3日)
・青森－天津間、国際定期便就航(7日)
・「弘前さくらまつり」、震災後最高の人出(7日)

・子どもの数、36年連続で減少(4日)
・16年度実質賃金、6年ぶりプラス(23日)
・4月有効求人倍率1.48倍、43年2カ月ぶり高水準(30日）

6月

・16年人口動態、自然減過去最大(2日)
・弘前市「はるか夢球場」、リニューアルオープン(3日)
・八戸港、生スルメイカ初競り　数量少なく、高値取引
(24日)

・郵便料金、電気料金、バターなど値上げ(1日)
・改正酒税法施行(1日)
・16年人口動態、出生数初の100万人割れ(2日)
・住宅宿泊事業法（民泊法）成立(9日)
・内閣府、6カ月ぶりに景気判断引き上げ(22日)

7月

・青函アフターDC開始(1日)
・青森空港、訪日誘客支援空港のうち「拡大支援型」に認
定(4日)
・アウガ運営の第三セクター、特別清算申し立て(5日)
・津軽塗、国重要無形文化財指定へ(21日)

・九州豪雨(6日)
・日銀、物価上昇率2％達成時期先送り(20日)
・17年上半期貿易黒字、半期ベースで3期連続(20日)

8月
・青森県最低賃金、22円増の時給738円へ(10日)
・16年産ナガイモ収穫量、3年ぶり全国1位(29日)

・第3次改造内閣発足(3日)
・16年度食料自給率、23年ぶりの低水準(9日)
・北朝鮮ミサイル、日本上空を通過(29日)

9月

・八戸港8月水揚げ量、スルメイカ漁不振が響き過去10年
で最低(7日)
・津軽鉄道、乗客数1億人達成(21日）
・16年農水産物輸出240億円、過去35年で最高(21日）
・16年産リンゴ販売総額、3年連続1千億円突破(27日)
・8月有効求人倍率1.26倍、過去最高(29日)
・青函アフターDC終了(30日)

・厚労省調査　全国の100歳以上の高齢者過去最多(15日)
・衆院解散(28日)

10月
・県内5町村の新・ご当地グルメ、累計販売30万食達成(10
日)
・ガソリン2年ぶり高値、県内も値上がり(12日)

・日銀9月短観、景況感10年ぶり高水準(2日)
・東証、終値2万881円、20年10カ月ぶり高値(11日)
・衆院選、自民党単独で絶対安定多数(22日)

11月

・10月の県内企業倒産件数ゼロ、東京商工リサーチ集計開
始以来初(2日)
・三内丸山遺跡「一つの会場で考古学の授業を聴講する人
数」ギネス記録達成(5日)
・灯油の平均小売価格　1リットル74.2円　2年2カ月ぶり
高値(8日)
・北海道新幹線(新青森－新函館北斗)2016年度収支、54億
円の赤字(7日)

・第4次安倍内閣発足(1日)
・日経平均株価2万2,937円、バブル崩壊後最高(7日)
・9月景気動向指数の基調判断据え置き、景気拡大58カ
月、「いざなぎ景気」を超えて戦後2位の長さに(8日)

12月

・六ヶ所村使用済み核燃料再処理工場完成時期、2021年度
上半期に延期(22日)
・11月の有効求人倍率1.27倍　調査開始以来、過去最高
(26日)
・1～10月本県宿泊外国人　延べ19万4,430人、過去最多
(27日)

・天皇陛下退位日、2019年4月30日と定める政令を閣議決
定(8日)
・日欧EPA交渉妥結、2019年発効(8日)
・人口動態統計、2017年推計、出生数2年連続100万人割れ
(22日)
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